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本報告書の環境データ範囲

●国内生産拠点
コマツ国内生産事業所：以下の8事業所を示します。
粟津工場、金沢工場【金沢第一・第二工場を含む】、大阪工場【六甲工場を含む】、茨城工場、小山工場【コマツカミンズエンジン（株）、（株）ア
イ・ピー・エー、ギガフォトン（株）を含む】、郡山工場、湘南工場【（株）KELKを含む】、栃木工場
コマツ国内グループ生産事業所：上記8事業所に以下の3事業所を加えた事業所を示します。
コマツキャステックス（株）、コマツキャブテック（株）、コマツNTC（株）

●海外生産拠点
海外生産事業所：以下の19事業所を示します。
コマツアメリカ（株）［チャタヌガ］［ピオリア］［ニューベリー］、コマツブラジル（有）、ヘンズレー・インダストリーズ（株）
（アメリカ）、英国コマツ（株）、コマツドイツ（有）（旧コマツハノマーグ（有））（ドイツ）、コマツドイツ（有）（旧コマツマイニ
ングジャーマニー（有））、コマツロシア製造（有）、コマツイタリア製造（株）、コマツフォレストAB（スウェーデン）、コマツ
インドネシア（株）、コマツアンダーキャリッジインドネシア（株）、バンコックコマツ（株）、コマツインディア（有）、小松山
推建機公司、小松（常州）建機公司、小松（常州）鋳造公司、小松（山東）工程机械有限公司
海外を含むコマツグループ生産事業所：上記30事業所すべてを示します。

対象期間
データは2016年4月から2017年3月末を原則としていますが、一部の報告については、2017年4月以降のものもあります。
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編集方針

●  「環境報告書ダイジェスト2017」は、WEBサイトの「環境報告書」、「資料
編」等に掲載した内容をベースに、環境活動関連のダイジェストをまとめ
た報告書です。

●  環境分野における取り組みとして、主要なもの、もしくはトピックスとし
て新しいものを取り上げました。

●  WEBサイトでは、「環境報告書」、「資料編」の内容をご覧いただけるほか、
環境関連を含むCSRの　①方針や原則などで普遍的なもの、②継続的な
活動や取り組み、③詳細や関連情報を網羅的に開示しています。

●  WEBサイトの「環境報告書」、「資料編」では、項目毎に第三者保証を受け
たことを示しています。
WEBサイト：https://home.komatsu/jp/csr/environment/
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ESGを重視した経営

コマツは1990年代から「環境」、「社会」、「ガバナンス」に地
道に取り組み、社会の課題に対し本業を通じて応え、ステーク
ホルダーからの信頼度を高めることを目標に事業活動を進め
てきました。2016年4月にはこのような従来からの取り組み
を中期経営計画「Together We Innovate GEMBA 
Worldwide」と連動させ、ESGへの取り組みをさらに積極
的に進めてきました。また、これと関連して国連の「持続可能な
開発目標（SDGs）」の中から、コマツの事業と関係性の強い
「気候変動」、「技術革新」、「持続可能都市」など、5つの目標を選
定しました。
中期経営計画で地球環境に関して目指すところは、建設機械
が稼働する現場、生産の現場などを革新し、CO2削減、資源の
有効利用などの課題に取り組む事でコマツに対する信頼度を
高めることです。

現場のイノベーションによる 
環境への取り組み

コマツの主要製品である建設機械では、そのライフサイクル
におけるCO2排出量のおよそ90％が建設機械の稼働時に排
出されます。コマツは、2015年2月に日本で「スマートコンス
トラクション」の展開を開始しました。これは、ICT技術を用
い、建機の作業機操作の自動化とともに、ドローンで計測した

地形データ、設計データ、工程の進捗等の建設現場のあらゆる
データをつなぎ、安全、生産性を高めた未来の現場をお客様に
提供するコマツのダントツソリューションです。まさに建設現
場のイノベーションであり、これにより、エネルギー効率の良
い、すなわち、CO2排出の少ない現場を実現できます。コマツ
は、この「スマートコンストラクション」をさらに推進し、環境
性能に優れた未来の現場を広げていきます。
また、生産現場でも IoTによる生産の効率化を進めていま
す。コマツでは2015年に2010年比で国内工場の電力量を
半減する目標を達成し、その中で、IoTによる生産の見える化
を進めてきました。その後、それを発展させ、生産設備の稼働状
況など、生産データを一元管理するシステム：KOM-MICS
（K o m a t s u M a n u f a c t u r i n g I n n o v a t i o n C l o u d 
System）を開発しました。今では、海外工場や協力企業にま
でその範囲を広げ、生産現場のイノベーションを実現しようと
しています。これにより、生産効率が高まり、CO2排出の少な
い、また無駄な材料／資源の消費も抑えた環境負荷の少ない生
産ができるようになります。
コ マ ツ は 2017年 4月 に KMC：Komatsu Min ing 

Corp.（旧Joy Global Inc.）をグループに加えました。今後
はKMCとコマツ創業の理念を共有し、現場の革新をともに進
め、環境の面でも課題の解決に取り組んでいきます。

2017年7月

代表取締役社長

大橋　徹二

イノベーションによる 
環境への取り組み

トップメッセージ
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コマツのつながる工場
―IoTによる	
	生産性向上と省エネ―

コマツでは、KOMTRAXやKomConnectといったシステムにより、建
設機械の稼働現場における IoT化を進めてきました。工場の生産現場でも、
IoTによる生産性の向上や省エネルギー化を目指し、生産設備の状態や加工
状態を見える化し、情報を一元化するシステムKOM-MICS（Komatsu 
Manufacturing Innovation Cloud System）を用いて改革、改善を進
めています。
コマツでは2011年から電力半減活動を開始し、2015年に工場でのピー
ク電力、使用電力ともに半減を達成しました。この活動において大きな効果を
発揮した IoTを用いた生産の見える化と、それに基づく改善をKOM-MICS
へと発展させました。

KOM-MICSの展開は、4つのステップから成り立っており、現在はステッ
プ2の段階です。

建設機械は、自動車などと異なり、多品種・中量生産で、それ
に対応する生産設備も種類が多く、個々の稼働状況や電力使用
状況の把握はあまり進んでいませんでした。
このため、まずは個々の生産設備（機械加工機、溶接ロボッ
ト）の稼働状況について、IoT技術を活用したモニタリングに
より、「見える化」を行いました。たとえば、素材を切削して加工
する「機械加工」では、段取りのために切削を行っていない時間
や、切削条件が適正でなく余分となっている時間があり、加工
を行っていない時間にも付帯設備による電力消費が大きいこ
となどが見えてきました。このため、段取り時間を短くする対
策を行い、シミュレーションを活用した研究により切削条件を
適正化し、一例ですが、作業時間を半減することができました。
このように加工時間の短縮と生産しないときは電源を切る、ま
たは省エネモードにするなどの方策により、待機時間を含めた
設備の電力消費量を大幅に削減できました。

● KOM-MICSアラーム

● モニタによる停止解析と対策

切
削

非
切
削

手
扱
い
・
段
取
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加
工
時
間

切
削
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従来 改善

△50%

負荷の無い部分を省略

● 非切削時間削減

● 加工スピードと負荷の適正化

機械加工での作業時間削減例

Special Story

ステップ1 個別生産設備の見える化の実施
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工作機械溶接

個別設備の見える化
加工条件適正化
による生産性向上

見える化ツールの
開発と導入

（センサ、コントローラ、アプリ）

加工時間
△5～ 10%Step1 稼働時間

△30%

データ活用による改善

品質監視
予知保全
リアルタイムにフィードバック
⇒生産性向上

制御アプリ性能向上
CAM・MESの整備
AIの導入

一
時
停
止
回
数

工程

・清掃⇒条件最適化
・計測段取り
⇒工具の代用判定

・部品交換待ち
⇒自動化設備

Step3 総時間△50％
（生産性2倍）

全世界の工場に
おける全体最適化

エッジコンピューティング
の活用

スマート工場化

リアルタイム加工制御
による最適化・高速化
MES連携で最適な
工程設計と生産計画

全体

個別

Step4

オフライン
活用

設備データの集約による
データの分析

ツールの拡充・アプリ改良
ネットワーク・DBの構築
分析技術の開発

品質加工条件稼動情報
クラウドプラットフォーム

PC

【協力企業】＆【社内工場】

溶
着
効
率

溶接電流

切
削
速
度

送り量

情報の正しい把握
データの比較による
改善ポイントの抽出

加工時間
△15～ 20%

Internet

Step2

つながる工場：KOM-MICSの活動ステップ

個別の生産設備の見える化を行った次
の段階として、生産設備を IoT技術でつな
ぎ、生産設備の状態や加工状況などの情報
を一元化するシステム：KOM-MICSを
開発しました。国内の工場だけでなく、海
外工場や協力企業を含めた加工設備や溶
接ロボット等がつながり、稼働率や生産効
率のデータをリアルタイムで把握するこ
とができます。このつながる化により、ま
だ改善ができていない設備が見え、個別の
加工設備での改善を類似設備へ素早く展
開できるようになりました。つながる化に
より全体の様子が見えるので、省エネ装置
を取り付ける場合も的確な優先順位で行
えるようになりました。

今後の展開：ステップ3、4

各工場内での生産最適の実現を目指し、コンピュータによる生産条件の設定（CAM）※1や、生産計画の自動作成とその実行指示
（MES）※2など、さらなる効率向上を行う予定です。
※1　CAM： Computer Aided Manufacturing
※2　MES： Manufacturing Execution System

さらに、「つながる化」のレベルを高め、全世界の工場における全体最適化を実現し、生産性2倍（生産リードタイム半減）のスマー
ト工場を追求していきます。

ステップ2 設備をつなぎ、データの集約／分析実施

ステップ3 各工場内での生産最適化の追求

ステップ4 全世界の工場における全体最適の追求

KOM-MICSの概要

既存設備に簡単後付け可能
LANケーブル

電源ケーブル

ACアダプタ

PAD…データ
収集装置

設備に取付けたPAD（データ収集装置）を通じてクラウドサーバーにデータを収集し、
事務所のPC・タブレット等で生産に関する情報を見える化。

PAD

クラウド

生産改善

● ムリ・ムラ・ムダを発見し
改善することで効率化

新しい
発見

データ
解析

真因の
特定
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コマツグループは、2010年に内容を見直した「地球環境基
本方針」に沿い、
①持続可能な発展への貢献
②エコロジーとエコノミーの両立
③企業の社会的責任
を基本理念に、全事業領域にわたりグローバルな実現に取り

組んでいます。

私たちコマツは、事業活動が地域および地球規模の環境問題
と深く関わりがあることを認識し、以下の重点4分野を重点
テーマとして取り組みます。

1）気候変動への取り組み
2）循環型社会構築への取り組み
3）大気・水環境などの保全および化学物質管理
4）生物多様性

環境と社会の持続的発展のために「コマツができること、しなくてはならないこと」を考え、コマツグループ全体で実現に向けた活動
を推進しています。

コマツグループの事業活動と環境との関わり

通信衛星

開発
 ● Ecology&Economy
 ● LCA設計
 ● 中期環境技術開発目標

 ● 環境配慮型商品・サービスの提供
 ● 使用済みコンポーネント（部品）/リマン
　販売情報などの売買ネットワークの構築・運営

物流
 ● 物流における
　CO2削減
 ● 輸送効率の改善
 ● 梱包改善

販売・サービス
 ● 安全衛生・環境のガイドライン
　に沿った活動

使用
 ● 商品使用段階における
  環境負荷の低減
 ● お客さまの環境活動への
  ソリューションの提供
 ● 省燃費運転法の普及
 ● ICTを活用したプロダクト
  サポート

Reduce

Recycle

素材リサイクル処理
（外部委託）

廃棄物適正処理
（外部委託）

使用済み車両

解  体

使  用
CO2

NOX

販売・レンタル・サービス

商品

販売・サービス代理店

販売・サービス
代理店

地域社会

資材調達
 ● グリーン調達

取引先

お客さま
社員

社員

社員

生  産

Reuse

Reuse

商品

 ● 気候変動対応（省エネルギー）
 ● 資源有効利用（ゼロエミッション）
 ● 環境リスクマネジメント
 ● 有害化学物質排除
 ● 有機塩素系洗浄液の使用を全廃
 ● 生物多様性への対応

パティ
 キュレート

回収

部品リユース

製品リユース

 使用済みコンポーネント（部品）の再生
（リマン事業）

コマツと環境との関わり

環境マネジメント
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地球環境基本方針（2010年6月改定）

〈基本理念〉
1. 持続可能な発展への貢献
人類は、豊かで快適な社会を発展させるとともに、かけがえのない地球環境を健全な状態で次の世代に引き継いでいかなくてはなりません。
私たちコマツは、環境保全活動を経営の最優先課題の一つとして位置付け、あらゆる事業活動において、先進の技術をもって環境保全に

取り組み、製品のハイブリッド化によるCO2削減やモノ作りによって持続可能な発展に貢献します。

2. エコロジーとエコノミーの両立
私たちコマツは、エコロジー（環境に優しい）とエコノミー（経済性に優れている）の両立を追求し、お客さまに満足いただける優れたモノ

作りを行います。商品の生産から廃棄までのライフサイクル全体の環境負荷が最小限になるように努めるとともに、燃費の改善やリサイクル
可能率の向上など、経済性にも優れた商品を提供するために、常に技術革新に取り組みます。

3. 企業の社会的責任
私たちコマツは、それぞれの事業所の立地している地域の法令の遵守はもとより、地球環境および各地域の環境課題を踏まえた自主 
基準を制定して環境保全を推進します。また、各地域の環境保全活動に積極的に参加し、地域社会との緊密なコミュニケーションを図ること
によって、企業の社会的責任を果たすとともにコマツを取り巻くあらゆる関係者（ステークホルダー）から信頼される企業をめざします。

〈行動指針〉
1. 地球環境問題への基本姿勢
私たちコマツは、事業活動が地域および地球規模の環境問題と深く関わりがあることを認識し、以下の重点4分野の環境問題について 
次の基本姿勢で臨みます。

1）気候変動への取り組み
研究・開発から調達・生産・物流、さらには販売・サービスまでのすべての事業活動ならびに商品・サービスの全ライフサイクルで使用 
するエネルギーおよび排出する温室効果ガスを削減します。

2）循環型社会構築への取り組み
事業プロセスを通じて、材料・水などの地球資源の投入量を極力削減し、それらの循環を可能な限り推進し、生産活動におけるゼロ 
エミッションをグローバルに展開するとともに、協力企業・販売会社などすべての事業領域での廃棄物管理の徹底を図ります。
また、商品廃棄時のリサイクル可能率の向上にも継続的に取り組みます。

3）大気・水環境などの保全および化学物質管理
水質保全、大気汚染防止、騒音振動防止などについて、地域の法令はもとより自ら制定した基準も含め遵守します。
また、事業活動の中で使用する化学物質の確実な管理を行うとともに、有害な可能性のある化学物質は継続的に削減・代替に努め、 
可能な限り使用を中止します。

4）生物多様性
生物多様性を地球環境の一つの重要課題と認識し、事業領域全体で生物多様性への影響を評価・把握・分析し、影響・効果の高い施策 
から優先して取り組みます。

2. 環境管理体制の構築
コマツ本社・生産事業所および主要な関係会社は環境 ISOの認証を取得し、環境管理体制の維持・向上をめざし、その他の事業所・協力 
会社も環境管理体制を整備し、グループ全体での環境負荷低減に取り組みます。
「コマツ地球環境委員会」では、コマツグループの環境行動計画および環境に関するガイドラインを策定します。これに基づき、グループ 
各社・各事業所はそれぞれの中長期目標を設定し、具体的な行動計画を策定・推進するとともに定期的にレビューを行い、継続的な改善に取り
組みます。

3. 環境教育および環境コミュニケーション
私たちコマツは、一人ひとりの環境意識の向上が大事であると考え、全従業員への環境教育・啓発活動を積極的に推進します。
環境情報について、生産事業所だけでなく、主要関係会社・協力企業などの環境関連情報も収集し、事業活動全体の情報公開に努め、お客 

さま、従業員、地域社会、協力企業など、コマツを取り巻くすべてのステークホルダーとの積極的な対話を深め、環境コミュニケーションをより 
充実させます。
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中長期目標

区分 対象 適用 指標 基準年 中長期目標（削減率） 進捗（結果）2016年度
2020年 2030年

生産

CO2
国内 原単位改善率 2000年 57％ 65％ 41.0％
海外 原単位改善率 2010年 32％ 40％ 28.7％

廃棄物
国内 原単位改善率 2010年 10％ 20％ 14.1％
海外 原単位改善率 2010年 10％ 20％ 15.1％

水
国内 原単位改善率 2010年 40％ 50％ 49.6％
海外 原単位改善率 2010年 10％ 20％ 32.9％

物流 CO2
国内 原単位改善率 2006年 32％ 39％ 22.4％
海外 原単位改善率 2011年 13％ 22％ -9.3％※

建設機械製品 CO2
ハイブリッド油圧ショベル

燃費削減率 2007年
40％ 45％ 開発中

ノーマル車（非ハイブリッド） 20％ 25％ 2～14％
※マイナスは増加を示す

中期経営計画での追加目標
区分 対象 適用 指標 基準年 2025年目標（削減率） 進捗（結果）2016年度

建設機械製品使用時CO2 CO2 全世界で生産した建設機械 作業量当たりCO2削減率 2007年 25％ 7.4％

取り組み方針 2016年度目標 2016年度の活動結果 中長期目標
建設機械・産業車両の環境負荷低減

Tier4 規制対応車の開発
●  Tier4 �nal規制対応エンジン搭載車両の開発  
（PC128US、PC170LC、WA200、HD465など）

2019年からの欧州でのSTAGE 
V排出ガス規制への対応車両の開発低エミッション建設機械の開発（排出ガス規制対応）

建設機械・産業車両のCO2排出量削減 
（製品稼働中の燃費向上の推進）

Tier4規制対応車での排出量削減
（油圧ショベル：10～13％削減、
Tier3比）

●  Tier4規制対応車で2～14％削減を達成  
（PC170LCなど）

2020年までに20％削減：Tier4規
制対応車（油圧ショベル）

ハイブリッド車での排出量削減
（油圧ショベル：25％～35%削減、
Tier3ノーマル車比）

●Tier4 �nal対応油圧ショベルの開発
2020年までに40％削減：Tier4規
制対応ハイブリッド車（油圧ショベ
ル）

ICT建機の開発 ●油圧ショベル /ブルドーザ系開発完了：PC210LCi、PC360i、D51i （設定中）

建設機械・産業車両のCO2排出量削減 
（バイオ燃料（BDF）対応） B7～B20混合軽油対応 ●インドネシアB20規制対応済み

●  2018年夏季B20混合軽油対応
（米国ミネソタ州）
●  2020年B30混合軽油対応（イン
ドネシア）

建設機械・産業車両のリサイクル可能率向上 次期開発車での 99.5± 0.5％
達成

●開発車（Tier4 �nal規制対応車、ICT建機）で99％達成 リサイクル可能率99.5±0.5％を
維持

建設機械・産業車両の環境負荷物質の管理徹底・削減

次期開発車での有害物質質量削減
（1998年比90％の維持）

●鉛使用量1998年比90％削減
●クローラ系建機の鉛使用量削減実用化

鉛使用量1998年比90％削減を 
維持

部品毎の有害物質管理システムの
運用（REACH対応）

●  REACHの新規SVHCを5物質追加、SVHCの使用状況を管理。シス
テムによりEU向け機種、EU量産・開発機種集計実施（部品毎の物質調
査実施）

部品毎の物質を都度最新データで管
理する

産業機械の環境負荷低減
ACサーボプレスの開発・系列化 ●新型サーボプレスの開発推進 ACサーボ化機種・系列拡大

高性能ACサーボプレスの市場への提供

高効率太陽電池用ワイヤーソーの市場への提供 極細線ワイヤ対応機の開発
●  NEDO共同研究事業「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技
術開発」にスライスプロセスの加工技術構築で参画（※5年計画（予定）
の2年目）

発電効率の向上と薄板化によるコスト
低減

コンパクトな工作機械の市場への導入 省エネ・小型マシニングセンタの
開発

●  省エネ・コンパクトなクランクシャフト加工用横型一軸NC機
「N40HC」の系列拡大機開発（開発中） 省エネ、コンパクト機の系列拡大

工場廃熱を利用した熱電発電の市場への導入 コスト低減と耐久性の向上
●  導入コスト100万円 /kW（20円 /kWhレベル）に目処。1万サイクル耐
久性確認。 事業化

熱電発電無線センサの市場導入 熱電発電無線センサの開発 ●熱電発電無線センサの開発完。実証試験開始。 事業化
リユース・リサイクルの推進

リマン事業の拡大・推進
●  リマン技術情報の各拠点間共有化推進によりQCD向上
●一般建機用コンポーネントに対するリマン導入
●ロシア・マガダンにリマンセンタ開設

●  部品再生技術の開発推進による 
リユース・リサイクル可能率の向上

●  需要に合わせたリマン拠点の拡大
によるグローバルなリユース・ 
リサイクルの促進

リマン事業の拡大・推進とリサイクル可能率の向上

研究・開発分野 

環境マネジメント
取り組み方針 2016年度目標 2016年度の活動結果 中長期目標

環境マネジメントシステムの強化 維持審査の受審・認証継続 ●維持審査を受審し認証継続 コマツ国内販社の統合認証取得

環境教育：活動計画の着実な推進 計画決定と推進 ●15講座実施し、6000名以上が参加 継続的実施と海外への展開

海外生産法人の環境監査の実施 インド、インドネシアの現地法人
の環境監査

●インド：KIPL、インドネシア：KRI、KRAの環境監査を実施 継続的実施

環境コミュニケーション：環境社会報告書の発行 企画案策定と発行 ●日本語版（Web）、英語版（Web）とも2016年7月発行 内容の充実、早期発行の定着

「コマツ地球環境基本方針」を推進するために、分野ごとに環境
行動計画（取り組み方針）を策定し、年度ごとに活動目標を掲げ、

達成状況などをフォローしながら着実な活動を進めています。
各分野の活動目標と活動結果については、以下をご覧ください。

環境行動計画と2016年度の活動結果

環境マネジメント

中長期目標と進捗
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生産分野
取り組み方針 2016年度目標 2016年度の活動結果 中長期目標

気候変動対応（省エネルギ－）
2000年度比48％削減 ●2000年度比41.0％の削減（前年度比4.1ポイント悪化） 2030年度に 2000年度比 65％ 

削減CO2排出量の生産金額原単位を、2020年度に2000年
度比で57％削減（コマツグループ国内生産事業所）
CO2排出量の生産金額原単位を、2020年度に2010年
度比で32％削減（コマツグループ海外生産事業所） 2010年度比29.6％削減 ●2010年度比28.7％の削減（前年比0.1ポイント削減） 2030年度に 2010年度比 40％ 

削減

資源有効利用活動
リサイクル率99.5％以上 ●コマツグループ（国内）で99.6％のリサイクル率を達成リサイクル率を、99.5％以上で維持 

（コマツグループ国内生産事業所）
リサイクル率を、2020年度までに95％以上に向上 
（コマツグループ海外生産事業所） リサイクル率91.4％以上 ●コマツグループ（海外）で92.1％のリサイクル率を達成

廃棄物発生量の生産金額原単位を2020年度に2010年
度比10％以上削減 
（コマツグループ国内生産事業所）

2010年度比10％削減
●  廃棄物発生量の生産金額原単位で2010年度比14.1％削減  
（前年度比7.9ポイント悪化）

2030年度に 2010年度比 20％ 
削減

廃棄物発生量の生産金額原単位を2020年度に2010年
度比10％以上削減 
（コマツグループ海外生産事業所）

2010年度比10％削減
●  廃棄物発生量の生産金額原単位で2010年度比15.1％削減  
（前年比16ポイント悪化）

2030年度に 2010年度比 20％ 
削減

水使用量の生産金額原単位を2020年度に2010年度比
40％以上削減 
（コマツグループ国内生産事業所）

対前年3％改善
●  水使用量の生産金額原単位で2010年度比49.6％削減  
（前年度比6.5ポイント改善）

2030年度に 2010年度比 50％ 
削減

水使用量の生産金額原単位を2020年度に2010年度比
10％以上削減 
（コマツグループ海外生産事業所）

●  水使用量の生産金額原単位で2010年度比31.9％削減  
（前年比5.1ポイント改善）

2030年度に 2010年度比 20％ 
削減

環境リスクマネジメント
化学物質管理システムの定着化と
排出量低減

●VOC排出量の生産金額原単位で2005年度比65.1％削減 2005年度比50％削減の維持化学物質排出量の自主的な削減
排出量の大半を占めるVOC排出量の削減で代用
土壌地下水対策の推進
（コマツグループ生産事業所） 浄化の継続 ●浄化中 浄化の完了

設置後20年以上の地下タンクを順次対策
（コマツグループ生産事業所） 対象の地下タンクなし ●対象の地下タンクなし 設置後20年以上の地下タンクを 

順次対策

その他
緑化率20％以上 ●コマツグループ全体で20.1％を達成 緑化率20％以上を継続コマツグループ全体で緑化率を、20％以上で維持 

（コマツグループ生産事業所）

取り組み方針 2016年度目標 2016年度の活動結果 中長期目標
グリーン調達

コマツみどり会企業の環境マネジ
メントシステム認証取得のための
指導・支援

●  環境マネジメントシステムの認証取得対象企業の162社全社が認証を
取得し、環境管理活動を推進

●  コマツみどり会新規入会企業は、入
会後3年以内に、環境マネジメント
システム（ISO14001、エコステー
ジなど）の認証を取得。

●  2018年度までに中国みどり会全
企業認証取得推進。

調達先の環境管理体制の構築と環境配慮事項の明確化に
よる改善の推進

物流における環境保全
貨物重量当りCO2排出
原単位（Kg-CO2/トン）
2006年度比 20.3％削減

●  2006年度比22.4％改善（原単位26.3→20.4Kg-CO2/トン）、
2016年度目標達成。2015年度比4.7％改善。 2020年：2006年度比32％削減。国内14拠点

製品、部品の輸送による貨物重量当りCO2排出量原単位
の改善

環境負荷の低い輸送手段へのシフト

トラック輸送から内航フェリー・
鉄道輸送へのモーダルシフト化を
推進

●  2016年度のモーダルシフト化率は31.6％（対 '06年+15.3％：鉄道
+5.2％、内航船+10.1％）

●  対前年モーダルシフト化率：29.7％→31.6％（+1.9％）、改善対象の
500Km以上モーダルシフト化率：49.1％→51.4％（+2.3％）

2020年：500km以上モーダルシ
フト化率62％以上。

バッテリーフォーク化および台数
の削減

●  工場内のフォークリフトをハイブリッド式、バッテリー式に切替、環境
負荷の低減を実施中。

●  2015年度から継続してコマツ新型バッテリーフォークを老朽化した
エンジン式フォークとの入替を実施。又台数も2015年度比5％削減。

●  結果ハイブリット式、バッテリー式の比率は52.5％となり対06年
6+33.1％、3トン以下フォークでは比率81％。

2020年：3トン以下のフォークリ
フトをコマツ新型バッテリーフォー
クに100％置き換え。

生物多様性対応 木材質梱包材使用量削減。
（木の伐採及び木材内外来種の移入 /移出危機の回避）

木材/ダンボール梱包材の使用量削減
原単位（Kg-CO2/トン）
2010年度比10％削減

●  2016年度木材/ダンボール使用量 +77トン 前年度比+1.6％（段ボー
ルは削減、木材梱包増加による。）

●  2010年度比原単位で23.2％削減。（梱包材質変更、リターナブル化率
の向上、VEによる梱包材量低減）

2020年：2010年度比20％削減。

省資源活動として、新規梱包材料の調達の“ゼロ化”を目
指し、梱包容器のリターナブル化を推進 梱包容器リターナブル化の推進

●  木材質汎用梱包容器のリターナブル化を重点に実施。
●  補給部品梱包ケースリターナブル化率：2010年度6.0％→51.5％
（+45.5％）
●  CKD梱包（汎用）ケースリターナブル化率：2010年度 33.1％
→56.3％（+23.2％）

●  2020年：補給部品梱包 リターナ
ブル化率61％。

●  CKD梱包 リターナブル化率 
72％。

輸送距離の削減 近港活用による輸送距離の削減

対象：金沢港、常陸那珂港
金沢港：粟津工場生産 建機輸出品、金沢工場生産プレス輸出品
●  2016年度目標 50％→55％（+5％）。常陸那珂港：茨城工場生産 建機
輸出品

●  2016年度目標95％→98.0％（+3％）（中期計画を達成 維持）。加えて、
小山、郡山両工場の輸出コンテナ、北関東地区の協力企業の輸入コンテ
ナの拡大を推進中。

●常陸那珂港：利用率95％以上維持。
●  金沢港：2020年度に利用率57％
以上。

海外10工場（2011年～）
●  国内物流⇒海外も含めたグローバル物流における環境
保全活動を実施する。

●  製品、部品の輸送によるCO2排出量及び貨物重量当り
CO2排出原単位の改善

貨物重量当りCO2排出
原単位（Kg-CO2/トン）
2011年度比8％削減

対象10工場：米州（アメリカ 2、 ブラジル1） 欧州（イギリス1、ドイツ1） 
中国（3） アジア（インドネシア1、タイ1）
●  2011年度比+9.3％悪化。対前年比は+6.5％。（原因はアジア地区（特
に原単位の悪い中国）の荷量回復及び仕向け先変動による輸送距離増
加。1件当り輸送距離+6.6％、680→725（Km/件））

2020年：13％削減。

調達・物流

取り組み方針 2016年度目標 2016年度の活動結果 中長期目標

●販売会社・レンタル会社での環境負荷低減 環境ガイドラインに基づく教育に
よる環境意識の啓発

●  巡回指導による改善活動（70拠点）
●  拠点水質検査（63拠点）
●  安全環境ニュースレターの定期発行（24回）

環境ガイドライン改訂版による全販
売会社・レンタル会社の環境改善活
動支援

●  コマツ建機販売・コマツレンタルの2017年度内での
ISO14001の統合認証取得

認証取得範囲の決定と取得に向け
ての現状調査および書類作成

●  認証取得範囲の決定  
1.コマツ建機販売：本社を含む10拠点  
2.コマツレンタル：本部含む11拠点

●  各拠点における環境現状調査の実施を支援

コマツフォークリフトの認証取得支援

販売・サービス分野
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事業活動と環境との関わり

コマツグループは、さまざまな部品や原材料を調達し、生産
工程では材料、水、エネルギーや化学物質などの多くの地球資
源を活用してお客さまに商品を提供しています。このような事
業活動は各段階で環境負荷を生み出します。
コマツグループは、事業活動に関わる環境負荷を把握し、中
長期目標を策定し、環境負荷の低減に取り組みながら、より付
加価値の高い商品やサービスの提供を続けていきます。

海外を含むコマツグループの事業活動にともなう環境負荷（2016年度）

CO2排出量： 使用した電力や重油など（インプットのエネルギー欄）に「CO2排出係数」（地球温暖化対策推進法に基づく、環境省の温室効果ガス排出量算定・ 
報告マニュアル）を乗じて算出（国内電力排出係数は0.384kg/kWh）

SOx排出量：使用した重油と灯油、軽油、コークスに「比重」および「S含有率」を乗じて算出
NOx排出量：使用した重油と灯油、軽油、都市ガス、LPGに「NOx発生係数」（排ガス測定データから設定）を乗じて算出
PRTR対象物質排出量・移動量： 「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（PRTR法）に基づき、使用した副資材などに

「特定化学物質含有率」と「排出率・移動率」を乗じて算出

資材調達
●  グリーン調達

生産（海外を含むコマツグループ全32生産事業所）
●  気候変動対応（省エネルギー）
●  資源有効利用活動（ゼロエミッション）
●  環境リスクマネジメント
●  有害化学物質排除＊1

●  有機塩素系洗浄液の使用を全廃＊2

開発
●  Ecology & Economy
●  LCA設計
●  中期環境技術開発目標

水資源
地下水 2.4百万m3

工業用水 0.1百万m3

上水 0.8百万m3

エネルギー
電力 583GWh
A重油 5千kℓ
灯油 2千kℓ
軽油 7千kℓ
都市ガス 16百万Nm3

LPG 5千 t
ガソリン 0.3千kℓ
LNG 3千Nm3

蒸気 14千 t
その他 4GWh

主要資材
鋼材 779千 t

副資材
塗料 987t ＊1

潤滑油 13,277kℓ＊1

大気への放出
CO2 371千 t-CO2

＊5

SOX 9t
NOX 103t＊2

PRTR対象物質 376t＊2

環境リスク（大気・土壌・地下水汚染）
地下埋設油タンク 0基＊2

PCB封入変圧器の保管 7台＊2

安定器の保管 252台＊2

地下水観測井戸 114本＊2

騒音・振動の
発生

マニフェスト伝票
水域への放出
排水 3百万m3＊2

BOD排出量 7t＊2

COD排出量 9t＊2

うちPRTR対象物質（公共水域） 0.0t＊2

PRTR対象物質（下水道） 0.0t＊2

廃棄物の発生
発生量 83千 t
うちPRTR対象物質 57t＊2

（廃棄物焼却炉 すべて撤去）

廃棄物のリサイクル
リサイクル量 78千 t

廃棄物の処分
社外委託処分量 6千 t
（社内処分量 0t）

製品
製品重量
（建設・鉱山・産業機械）

922千 t
製品台数
（建設・鉱山・産業機械）

51,908台

他産業分野
での利用

インプット

アウトプット

（千t）
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Scope別CO2排出量

環境マネジメント
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集計範囲
＊1：コマツ国内8生産事業所
＊2：コマツ国内グループ12生産事業所
＊3： 物流のコマツ国内事業所
 ただし、粟津補給センタ、
 北海道補給センタ、
 九州補給センタを除く
＊4： 国内販売・レンタル会社（コマツ建機

販売、コマツレンタル、コマツリフト）
を含む

＊5： 工場内フォークリフト使用を含む

エネルギー
電力 16.4GWh＊4

灯油 0.6千kℓ＊4

など

副資材、油脂類

エネルギー
燃料

副資材、油脂類
エネルギー
燃料、電力

回収・解体
●  使用済みコンポーネント
（部品）を回収し、再生、 
供給するリマン事業を 
推進

使用
●  商品使用段階における
環境負荷の低減

●  お客さまの環境活動へ
のソリューションの提供

●  省燃費運転法の普及

販売・サービス
●  環境配慮型商品・サービス
の提供

●  中古部材・コンポーネントの
売買ネットワークの構築、 
運営

物流（海外を含むコマツグループ全25物流事業所）

エネルギー
軽油 24,985kℓ

梱包
鉄 1,761t＊3

樹脂 51t＊3

木材、段ボール
 4,769t＊3

大気への放出
CO2 72.3千 t-CO2

大気への放出
CO2 8.5千 t-CO2

＊4

大気への放出
CO2

リターナブルパレット 廃油類

製品リユース
部品リユース

騒音・振動の
発生

廃棄物の
処分他産業分野

での利用

マニフェスト伝票

油脂メーカーにて
リサイクル実施

大気への放出
CO2 17,366千 t-CO2

NOX、
ディーゼル微粒子

素材リサイクル処理
（外部委託）

●  物流におけるCO2削減
●  輸送効率の改善
●  梱包改善

注： 物流のエネル
ギーと大気への
放出は、従前の国
内データに海外
の一部を含める
ようにしました。

物流  のエネルギー・CO2データの対象範囲
●コマツ国内事業所：以下の14事業所を示します。
粟津工場、大阪工場、六甲工場、茨城工場、栃木工場、金沢工場、湘南工場、小山工場、郡山工場、コマツ物流部品事業部（関東
補給センタ、関西補給センタ、粟津補給センタ、北海道補給センタ、九州補給センタ）

●コマツ国内グループ事業所：上記14事業所に、以下の1事業所を加えた事業所を示します。
コマツキャステックス（株）

●海外事業所：以下の10事業所を示します。
コマツアメリカ（株）［チャタヌガ］［ピオリア］、コマツブラジル（有）、英国コマツ（株）、コマツマイニングジャーマニー（有）、 
小松山推建機公司、小松（常州）建機公司、小松（山東）工程机械有限公司、コマツインドネシア（株）、バンコックコマツ（株）

エネルギー 水資源 廃棄物CO2

地域別の環境負荷指標

（百万GJ）
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営業・サービス部門

調達部門

開発部門

生産部門

業務執行上の重要事項に関する基本方
針、基本計画、基本戦略の検討、審議など
を行い、取締役会に上程する機関です。常
務以上の執行役員で構成されています。

コマツの環境保全施策の最高決定機関
で、原則年2回開催しています。地球環
境基本方針に基づく具体的な「環境行動
計画」の策定をはじめ、環境保全に関す
るコマツグループ全体の方向づけを
行っています。環境担当役員を委員長と
し、各事業部門を統括する執行役員で構
成されています。

環境担当役員を議長とし、海外生産事業
所および国内各事業部門の安全・環境管
理責任者で構成されます。原則として毎
年開催し、「地球環境委員会」で決定され
た方針・施策の連絡、グローバルな視点
での情報交換などを行います。

：環境管理責任者

レンタル部門環境委員会

販売・サービス部門環境委員会

調達管理課長会議

環境担当者連絡会

環境推進チーム

環境管理担当者連絡会

分野別分科会

研究・開発部門

生産部門

営業・サービス部門

事業部門

関係会社

海外生産事業所

国内販売部門環境委員会

調達会議

開発会議

全社統括部門（環境管理部）

事業所環境管理委員会

物流改革会議

生産技術会議

取締役会

社長

グローバル安全・環境会議

戦略検討会

地球環境委員会

重要事項の審議・決議とコマツグループ
の経営方針の決定を行う最高機関です。

コマツは環境保全への体系的な取り組みを強固にし、マネジ
メントの質を高める目的で環境マネジメントシステムの国際
規格 ISO14001の認証取得を積極的に推進してきました。

1997年より、国内外の生産事業所において個別に認証を取
得してきましたが、2005年度には、コマツグループの統合認
証への第一ステップとして、コマツ4工場（粟津・大阪・真岡・小
山）の統合認証を取得しました。

2007年度は、第二ステップとして、未取得の非生産事業所
と主要国内関係会社をコマツ4工場に追加する活動を進め、
2008年5月にコマツ国内グループとして統合認証を取得し
ました。

2012年3月の更新審査時に、コマツウェイ総合研修センタ
とコマツNTC婦中センタを統合認証に加えました。国内は、
2015年3月に更新審査を実施し、今後もマネジメントレベル
の向上を目指します。

また、海外の主な生産事
業所についても、2013年
度に小松（山東）工程机械有
限公司（KSD）、コマツロシ
ア製造（KMR）、ヘンズレー
リンフェン（中国）、2014
年度にキャブテックタイで
認証を習得しました。

2015年 度 に は、Yida 
Nippei Machine Tool 
Corporation（YNC）が認
証を取得し、海外主要生産
事業所の100％認証取得が
達成されました。
今後、販売・サービス部門へも認証取得を拡大する予定です。

ISO14001統合認証

環境管理体制

ISO14001

環境マネジメント
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行くものです。
各社がこの環境ガ

イドラインを着実に
遵守するように、コマ
ツと各社の担当者が
共同で全国の販売会
社・レンタル会社の各
拠点を直接訪問する
ことにより、現場・現実・現物を確認し、それぞれの会社や拠点
に合わせた現場指導・改善提案を行うなどの支援協力活動を継
続して実施しています（2016年度は20社70拠点実施）。
また、建設機械の販売会社・レンタル会社でも環境保全への

体系的な取り組みとして、環境マネジメントシステムの国際規
格 ISO14001の認証取得に向けた活動を展開し、2017年度
中の取得を目標にしています。

サプライヤーの環境管理システム構築支援

みどり会の環境マネジメントシステム認証取得推進
サプライヤーの「環境マネジメント」の強化を図るため、調達

金額の約74％を占めるコマツみどり会企業に環境マネジメ
ントシステムの認証取得を依頼しています。

2016年度においては、162社（環境マネジメントシステム
の認証取得対象企業の全社）が、「ISO14001」または「エコス
テージ」等の認証を取得し、環境管理活動を推進しています。

環境監査

インド及びインドネシアの現地法人の環境監査
2010年度より計

画的に海外現地法人
のコンプライアンス・
リスク監査を行って
います。

2016年度は、生産
事 業 所（ イ ン ド の
KIPL）のほかに初め
てリマン工場（インドネシアのKRI・KRA）で環境監査を行い
ました。
事前に現地法人で作成した自主チェックシートを入手・確認
して、国内のマザー工場の環境担当者の支援のもとに、環境活
動の状況や法規制の順守状況について監査を行い、環境リスク
の低減とOJTによる現地の環境担当者や監査人のレベルアッ
プを図っています。
今後も、監査のフォローアップを行うとともに、他地域の現
地法人においても環境監査を行っていきます。

過去の環境監査
2007年 中国
2008年 ―
2009年 タイ・インドネシア
2010年 インド
2011年 ブラジル
2012年 ロシア・チェコ
2013年 アメリカ
2014年 アメリカ・ブラジル
2015年 タイ
2016年 インド・インドネシア

販売会社・レンタル会社の環境活動支援

コマツは、営業・サービス部門においても、安全・環境を中心
とした教育や改善指導を推進しています。

販社版環境ガイドラインを改定
2017年1月に、建設機械の販売会社・レンタル会社ならび

にフォークリフトの販売会社とグループレンタル会社に「改定 
販社版環境ガイドライン」を配布しました。各社の現場に密接
に関係する環境面（廃棄物処理・廃油処理・洗車排水処理等）に
ついて遵守すべき事柄・基準が記載されています。

販売会社・レンタル会社の啓発活動を推進
「販社版環境ガイドライン」の実行方法は、PDCA手法を取
り、そのサイクルを繰り返すことにより環境面の改善を図って

KIPLでの環境監査

販売会社での環境教育の様子

コマツのCO2削減目標は、2017年4月11日SBTとしての認定を
受けました。
SBT（science-based targets）とは、「科学と整合する目標設定」
のことです。
COP21（パリ協定）で世界各国のCO2排出量削減目標が提出されま
したが、目標値を合計しても、2100年の地球平均気温が、産業革命前
のそれと比べ、気温上昇が2℃以下に抑えられません。そこで世界の
企業がより精査した上で、削減目標を見直し、2℃以下に到達するよ
うSBTi（SBTイニシアチブ：CDP,Global Compact,WRI, 
WWF）が支援し認定するものがSBTです。
コマツのSBTは、2℃以下に抑えるシナリオ（IPCC：RCP2.6）の要
求を満たしています。
コマツのSBT
①SCOPE1+2：原単位 -49％（目標年2030年：基準年2010年）
②SCOPE3：総量 -46％（目標年2030年：基準年2012年）
＊  2015年 に 新 中 長 期 目 標
（2020年、2030年）を開示し
ているが、SBTiの要請（国内
外を同一基準年とする等）が新
中長期目標と条件が異なるた
め、目標数値は違うが、削減率
は同等である。

SBT（science－based targets）認定

TOP IC S

Environmental Report Digest  2017 12



Scope3別　CO2排出量データ

内容 比率
（％）

概略データ
（千 t-CO2）

Scope3（11）顧客使用 89.3 17,366

Scope3（1）購入品製造 9.0 1,756

Scope3（2）資本財建設他 0.5 103

Scope3（3）燃料調達 0.5 103

Scope3（4）上流の輸送 0.1 18

Scope3（5）廃棄物輸送、処理 0.1 12

Scope3（6）出張 0.1 28

Scope3（7）通勤 0.1 17

Scope3（8）上流のリース資産運用 0.0 0

Scope3（9）下流の輸送 0.2 43

Scope3（10）販売した製品の加工 0.0 0

Scope3（12）製品の廃棄 0.1 11

Scope3（13）下流のリース資産運用 ― ―
Scope3（14）フランチャイズ加盟社 0.0 0

Scope3（15）投資運用 0.0 0

排出量合計（千 t-CO2/年） 100.0 19,457

※ 各カテゴリの算定にあたっては、国内、海外の集計範囲で算定しています
が、カテゴリ（4）は、国内と一部の海外のデータで算定しています。又、カ
テゴリ（3）は海外データに一部推定が入ります。カテゴリ（13）はカテゴ
リ（11）に含まれます。

以上の結果から、製品使用時の排出量が総排出量のおよそ
90％を占めていることが分かります。
これらのことから、燃費の良い製品はCO2削減に大きな効
果を示すということが分かります。
コマツは、ハイブリッド建設機械（燃費25％向上）やダント

ツ商品（燃費10％以上向上）の開発や ICTを駆使したスマー
トコンストラクションに注力しています。

また、参考までにLCA＊1（Life Cycle Assessment）で
把握した結果は、下記の円グラフです。
《参考》

Scope1,2,3の円グラフ

CO2排出量合計
19.8百万
t-CO2/年

Scope 2Scope 1

Scope3③燃料調達

Scope3②資本財建設他

Scope3①購入品製造

Scope3⑪顧客使用

Scope2：買電

Scope1：燃料

29,44629,446
26,74326,743

（年度）2012 2013 2015 2016

（千t-CO2）

17,32517,325

2014

22,54322,543

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

19,828

Scope3①購入品製造Scope3⑪顧客使用Scope1：燃料 Scope2：買電

Scope3　CO2排出量

コマツは、自社の持つKOMTRAX（コムトラックス）の実
データをもとに、2016年度に生産した製品がライフに渡る稼
働時に発生するCO2排出量（Scope3　カテゴリ11）を把握
しました。
算定の仕方は次の通りです。

【顧客使用に伴う排出量の算定】
（1）各機種ごとに下記を計算
各機種ごとのライフに渡るCO2排出量
＝（2016年度生産台数）×（燃費；L/kWh）× 
（エンジン出力；kW）
×（設計エンジンライフ；これを製品寿命とする；h）
×（CO2換算係数）

（2）上記（1）を各機種で計算し、合計
＊ ここで、KOMTRAXで燃費を取得できる機種に
ついては、各サイズごとの代表機種の燃料消費量、
稼働時間データから燃費実績値を収集。それ以外の
機種の燃費は開発のデータと上記KOMTRAX
データとの比較から計算。

その他、残りの14カテゴリについても、概略のCO2排出量
を算定し、下記の円グラフになりました。

Scope3合計
19.5百万
t-CO2/年

その他

Scope3③燃料調達

Scope3②資本財建設他

Scope3①購入品製造

Scope3⑪顧客使用

（年度）
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000
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2012 2013 2014

（千t-CO2）

26,30526,305
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Scope3①購入品製造Scope3⑪顧客使用

＊1： LCA とは、個別の商品の製造、輸送、販売、使用、廃棄、再利用までの各
段階における環境影響評価手法

＊2：Scope1とは、事業者が直接的に排出するCO2（例：燃料消費）
＊3：Scope2とは、事業者が間接的に排出するCO2（例：買電）
＊4： Scope3とは、事業者が、サプライチェーンなどで排出するCO2（例：

製品稼働時の排出、サプライヤーからの排出、輸送、出張、通勤）

環境マネジメント
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Tier4 Final対応機種続々リリース

コマツでは、2016年度も油圧ショベル、ブルドーザー、ダン
プトラック、ホイールローダーなどにNOx（窒素酸化物）と
PM（粒子状物質）の排出量を大幅に低減し、日本（オフロード
法2014：特定特殊自動車排出ガス2014年基準）・北米（EPA 
Tier4 Final）・欧州（EU StageⅣ）の排出ガス規制をクリア
した機種を次々とリリースしました。これらの機種には新たに
開発した新世代エンジンを搭載し、クリーンで低燃費、耐久性、
信頼性に優れた建設機械を提供しています。
以下に、その代表例を示します。

中型油圧ショベル　「PC220（LC）-11/PC230（LC）-11」
コマツは「品質と信頼性」をベースに、環境・安全・ICTを追
求し、オフロード法2014基準に適合した「PC220（LC）-11
／PC230（LC）-11」をリリースしました。これらの機種は窒
素酸化物（NOx）と粒子状物質（PM）の排出量を大幅に低減
し、オフロード法2014基準をクリアした新世代エンジンを
搭載しています。加えて、機体のメインユニットを最適に制御
するトータルビークルコントロール（機体総合制御）のさらな
る進化とオートアイドルストップ機能の採用により、生産性と
燃費性能の両方で高いレベルを達成し、燃料消費量を当社従来
機種（PC220（LC）-10／PC230（LC）-10）にくらべ、約
5％低減しました。（当社テスト基準による）

PC220-11

主な仕様
項目 PC220-11 PC220LC-11 PC230-11 PC230LC-11

機械質量（kg） 23,100 24,600 23,900 24,900

エンジン定格
出力　ネット
（kW/min-1）

132/2000 132/2000 132/2000 132/2000

ブルドーザー　「D155AX-8」
当機は、オフロード法2014基準をクリアした新世代エン

ジンを搭載し、加えて、これまで実績のあるドージング作業効
率を向上させた掘削ブレード「シグマドーザ」を標準搭載しま

した。さらに、高い動力伝達効率を誇るロックアップ機能付き
自動変速パワーラインを今回も採用することにより、生産性と
燃費性能で高いレベルを達成し、燃料消費量を低減しました。

D155AX-8
主な仕様

項目 D155AX-8

機械質量（kg） 42,800

エンジン定格出力　ネット
（kW/min-1） 264/1900

ホイールローダー　「WA380-8」
当機は、オフロード法2014基準をクリアした新世代エン

ジンを搭載し、加えて、パワートレイン「ワイドレンジロック
アップ付き大容量トルクコンバータ」の採用や、エンジン・パ
ワートレイン・油圧システムをトータルに最適コントロールす
る先進の制御システム「コマツスマートローダロジック」によ
り、燃料消費量を当社従来機（WA380-7）に比べ約3％低減
しました。（当社テスト基準による）

WA380-8
主な仕様

項目 WA380-8

機械質量（kg） 18,200

エンジン定格出力　ネット
（kW/min-1） 143/2100

アーティキュレートダンプトラック　「HM300-5」
当機は、オフロード法2014基準をクリアした新世代エン

ジンを搭載し、加えてオートアイドルストップなどの燃費低減
技術により、燃料消費量を当社従来機（HM300-3）に比べ約
2.5％低減しました。（当社テスト基準による）

気候変動対応
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し、それにより工事での燃料消費の削減（CO2の削減）を実現し
ます。ICT油圧ショベル「PC200i-10」では約30%、ICTブル
ドーザ「D61PXi-23」では約25％の燃費削減が社内テスト結
果として得られています。

2016年度にリリースされたスマートコンストラクションに
使われる ICT建機の代表例を紹介します。

大型油圧ショベル　「PC360LCi-11」＊1

当機は、セミオート制御油圧ショベルの ICT建機で、36トン
クラスの系列拡大機です。
北米EPA排出ガス4次規制（Tier4 Final）に適合したエン

ジンを搭載し、セミオート制御により飛躍的な作業効率の向上
が可能となり、工事での燃料消費削減を実現します。
＊1： 北米向け

PC360LCi-11
主な仕様

項目 PC360LCi-11

機械質量（kg） 35,600-36,200

エンジン定格出力　ネット
（kW/min-1） 192/1950

建機のCO2排出削減

建設機械のライフサイクルにおけるCO2排出量は、製品稼
働中の排出がおよそ90％と大部分を占めています。このよう
な背景もあり、コマツでは製品からのCO2排出量を削減するた
めに、ダントツ製品、ダントツサービス、ダントツソリューショ
ンの3つのアプローチで取り組んできました。

Step1： 建設機械の燃費性能の向上（ダントツ製品）：ハイブ
リッド建機

Step2： 建設機械の使い方の改善提案による燃料消費の低
減（ダントツサービス）：KOMTRAXを使った低燃
費運転の提案

Step3： 建設機械の自動制御による施工の大幅な効率アッ
プとそれによる燃料消費の低減（ダントツソリュー
ション）：スマートコンストラクション

HM300-5
主な仕様

項目 HM300-5

最大積載質量（t） 28.0

エンジン定格出力　ネット
（kW/min-1） 242/2000

自走式破砕機　「ガラパゴス　BR380JG-3」
コマツの自走式破砕機「ガラパゴス」シリーズの主力機種で
ある30トンクラス「BR380JG」は、高効率破砕を実現する
抜群の作業性能や優れた機動性などで高い評価を得ており、土
木・解体工事現場、砕石現場や製鉄所などで活躍しています。
当機は、オフロード法2014年基準をクリアした新世代エ

ンジンを新たに搭載し、加えて、機体のメインユニットを稼働
状況に合わせて最適に制御するトータルビークルコントロー
ルの更なる進化により、燃料消費量を当社従来機
（BR380JG-1E0）に比べ約13％低減しました。（当社テス
ト基準による）

BR380JG-3
主な仕様

項目 BR380JG-3

機械質量（kg） 34,800

エンジン定格出力　ネット
（kW/min-1） 147/2050

ICT建機系列拡大

2015年1月に発表しましたSmart Construction（ス
マートコンストラクション）は、ICT（情報通信技術）を使って、
地形データの計測、建機の位置情報と3次元設計データとの照
合などから、ブルドーザーのブレードの自動制御や、油圧ショベ
ルのセミオート制御を行い、工事の飛躍的な効率向上をもたら

気候変動対応
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と、基準年（2007年度）当時の製品の性能を比較し、燃費、作業
効率の改善によるCO2削減貢献量を見積もりました。
その結果、2016年度の生産品では、基準年（2007年度）に

くらべ、7.4％のCO2削減が達成され、それらが1年間稼働し
た場合、およそ、15万トンのCO2削減に貢献することがわか
りました。（1年稼働時間を1200時間と仮定）この削減貢献量
は、世界のコマツグループの生産工場が2016年度に排出し
たCO2のおよそ40％に相当します。

1年間稼働時CO2排出量（ton-CO2）

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

2016年度生産品基準年（2007年度）

約15万トン（7.4％）の削減貢献量
CO2（t）

1年の稼働：1200時間と仮定

横型一軸NC機「N40HC」の市場導入

コマツNTC（株）は、省エネ・コンパクトなクランクシャフト
加工用の横型一軸NC機「N40HC」を開発し、市場導入しまし
た。この機械は、重量を従来製品比56%削減し省資源を実現し
ました。また主軸モータ冷却を油冷から空冷とし油冷却ユニッ
トを不要とし、また工具アンクランプに油圧を使用しないユ
ニット動作連動方式を採用しました。さらに潤滑はグリース封
入とし、潤滑廃油ゼロ化を行いました。

N40HC

項目比較（指標）
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Step1：ダントツ製品によるCO2排出の削減
燃費性能の優れた製品を提供し、製品からのCO2排出を削

減します。例えば、2008年にコマツが世界で初めて市場導入
したハイブリッド油圧ショベルがこれに当たります。
これらのハイブリッド建機は日本の国土交通省の「低炭素型
建設機械」として認定されています。
低炭素型建設機械認定機種：HB205-2、HB215-2、

HB335-3、HB365-3など計12型式（2017年4月現在）
また、燃費性能の優れた建設機械として、国土交通省の「燃費
基準達成建設機械」に、ブルドーザーD155AX-8、油圧ショベ
ルPC300-11、ホイールローダーWA470-8など、11型式が
認定されています。（2017年4月3日現在）

Step2： ダントツサービスによる製品のCO2排出削
減（KOMTRAX）

車両情報管理システム「KOMTRAX」は、世界中で稼動する
建設車両から稼働情報・健康情報を自動で収集し、遠隔での車
両の監視・管理・分析を可能にするべく、コマツが開発した仕組
みです。集められた情報は、インターネットを通してお客さまに
提供するとともに、機械の稼働時間、仕事時間、更には使われ
方、燃費を「見える化」し、改善点を提案します。このようにして、
お客さまでの燃料消費量の改善（＝CO2排出量の削減）をサ
ポートしています。

Step3： ダントツソリューションによる施工全体で
CO2排出の削減（ICT建機を用いたスマート
コンストラクション）

コマツは、2013年に世界で初めて自動ブレード制御機能を
搭載した ICTブルドーザーD61PXi-23を北米・欧州・日本に
市場導入しました。さらに2014年には世界初のセミオート制
御機能を搭載した油圧ショベルPC210LCi-10を北米・欧州
に、PC200i-10を日本に市場導入しました。ICT油圧ショベ
ルを使った社内テスト施工のデータを元に試算した結果、
PC200i-10での盛土法面整形作業は約30％の燃料削減が確
認されました。また、ICTブルドーザーを使用した社内テスト
施工のデータを元に試算した結果、D61PXi-23での敷均し作
業では約25％の燃料削減を確認でき、ICT油圧ショベルと同
じくCO2排出量を削減できることが分かりました。
コマツでは、これらの ICT建機と、ドローンや3Dスキャナー
を使った現況地形計測など、工事現場の作業効率化とプロセス
の「見える化」を進める「スマートコンストラクション」を展開し
ています。

 建設機械からのCO2排出削減量 
（削減貢献量の見積もり）
コマツでは、中期経営計画（2016～2018年度）で、建機か
ら排出する作業量当たりのCO2を2007年度比で2025年
までに25％削減することを目標としました。
この進捗を評価するために、その年に生産された建設機械
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自家発電における再生可能エネルギーの割合
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再生可能エネルギーの割合

物流におけるCO2削減活動

グローバル輸送のCO2改善状況について
（貨物重量当りCO2排出量原単位：kg-CO2/トン）
コマツは2011年より海外主要10事業所について輸送

CO2の把握改善に着手しました。2006年より実施の国内と
合せ全25事業所のグローバル連結ベースでの輸送改善を実
施しています。
国内は生産工場に隣接した、金沢及び常陸那珂港利用率向上

による輸送距離削減、内航船、鉄道利用による長距離陸上輸送
の改善（モーダルシフト化）を重点継続実施しています。

2016年度の結果といたしましては、貨物重量当たりCO2

排出量原単位にて4.7％改善できました。
海外はアジア地区（特に原単位の悪い中国）の荷量回復及び

仕向け先変動による輸送距離増加にて対前年比は+6.5％と
悪化しました。

グローバル輸送CO2排出量と原単位
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■ 国内
 コマツ：14事業所
 グループ：  1事業所

■ 海外
 グループ： 10事業所

CO2集計範囲（原単位指数）

グルｰプ（国内）CO2排出量
コマツCO2排出量

グルｰプ（海外）CO2排出量

中期目標（海外）
2020年
中期目標（国内）
2020 年

海外貨物重量当り
CO2原単位指数

コマツ貨物重量当り
CO2原単位指数

※ 原単位指数は基準年（日本：2006、海外：2011）での貨物重量当りの
CO2排出量を100とした指標

国内輸送のCO2改善（近港利用拡大）
常陸那珂港利用拡大に向けて
常陸那珂港の利用拡大は隣接する茨城工場の車体出荷を中

心に拡大してきました。2016年度実績で茨城工場車体出荷の
98％は常陸那珂港を利用しております。2016年度さらなる
使用拡大に向け、小山工場の東京港輸出コンテナを常陸那珂港
から出荷可能かトライアルを実施しました。

生産におけるCO2削減活動

コマツは気候変動問題に対応するため、工場における開発や
生産活動に使用する電力・燃料ガス・燃料油など全てのエネル
ギーを対象に、生産金額当たりのCO2排出量を指標として、国
内及び海外で中長期目標を設定してCO2排出量原単位の低減
を推進しています。

2010年にポスト京都議定書における気候変動問題に対応
するため、2015年に1990年比40％削減という中期目標を
設定しましたが、東日本大震災後の電力半減活動を契機に
2000年度比54％削減という非常に高い目標を掲げ活動を展
開し大きな成果をあげました。この結果、2017年2月にエネ
ルギー管理優良事業者として「関東経済産業局長表彰」を授与
されました。2016年度からは、国内外とも新たに中長期の目
標を設定し、改善活動を推進しています。

2016年度は各種生産改革の水平展開により省エネルギー
活動を推進した結果、国内は生産金額当たりのCO2排出量原
単位が2000年度比41.0％低減しましたが、夏・冬の空調用
電力とコンポーネントの試験用燃料の増加により前年度より
悪化しました。また、自家発電に占める再生可能エネルギーの
割合は、化石燃料による自家発電の削減により19.2％となり、
前年度比1.4倍に増加しました。海外は燃料転換や国内工場の
改善例の水平展開により、2010年度比28.7％低減しました。

2017年度は中期目標の達成を目指して、40年以上の老朽建
屋を最新の省エネルギー技術を採用した建屋に更新することや
現場での地道な改善によりCO2排出量原単位の低減を図ります。

国内CO2排出量
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②  CO2削減効果　44.8ton/年
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2016年10月、プラチナ構想ネットワークとプラチナ大賞運営委員
会が主催する「第4回プラチナ大賞 最終審査発表会・表彰式」におい
て、コマツ、石川県、石川県森林組合連合会で応募した「地産地消型バ
イオマス利活用の推進と地方創生」の取り組みが大賞および経済産業
大臣賞に選ばれました。
コマツの粟津工場は、石川県・かが森林組合と協働して、地域林業で未利
用材となっていた間伐材をバイオマスチップ
燃料として利用することで、地域の林業活性
化、コマツ粟津工場の購入電力及び重油削減、
CO2排出削減、地場産業の活性化を行い、地方
創生を目指した活動を進めてきました。今回、
この活動が評価され、受賞につながりました。

第4回プラチナ大賞にて大賞および経済産業大臣賞を受賞

最終審査発表会の様子

TOP IC S

コマツは、2016年10月に、持続可能な経済を実現させる活動を行う国際
NGOのCDPにより「気候変動Aリスト」企業と認定されました。「気候変
動Aリスト」とは、その企業活動が気候変動対応と戦略において世界の
リーダーであると評価された企業に与えられるものです。運用資産総額
100兆米ドルに達する827の機関投資家を代表してCDPから送付され
た質問書への回答が、CDPが確立した独自のメソドロジーにより評価さ
れ、報告年における排出削減活動や気候変動緩和対策が特に優秀である
とされた193社の企業がAリストに認定されました。
コマツは、従来から「環境活動を経営の最優先課題の一つ」として位置
付けており、2016年4月からスタートした中期経営計画「Together 
We Innovate GEMBA Worldwide －Growth Toward Our 
100th Anniversary （2021） 
and Beyond－」でもESG（E:
環境、S:社会、G:ガバナンス）へ
の取り組みを重点分野として積
極的な活動を展開しています。

CDPにより「気候変動Aリスト」企業と認定

TOP IC S

郡山

茨城

東京

横浜

小山

●  トライアルの結果を受けて、11月より利用開始。2017年
1月より茨城工場向け海外調達品（協力企業含む）の輸入
コンテナを常陸那珂港利用開始。

常陸那珂港コンテナ輸出入量推移
TEU（20フィートコンテナ換算）

輸出 輸入
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トライアル

本件改善効果
① 輸送距離は同等であるが、倍量の輸送が可能。（コスト改善
△22％）

② 輸入コンテナに対しては大幅なCO2排出量改善効果あ
り。
国内陸上輸送距離；130km→4km　（茨城工場直納分）
 CO2総排出量削減　33ton/年（茨城工場直納分；10本
TEU/月として概算）

今後の課題
●  常陸那珂港への集荷の推進と、それによるフィーダ船 /コ
ンテナ船の便数増。

●  複数荷主 /運輸会社の協業による、コンテナラウンドユー
ス体制の確立。

海外輸送のCO2改善　近港利用
小松（常州）建機公司（KCCM）；バンコクコマツ（株）（BKC）
向け輸出物流・商流改善
コマツの海外グループ会社であるKCCM（中国　常州）で
は北米、アジア地区へ大物部品の供給を実施しています。
BKC（タイ）向けの部品をKCCM直販（従来はKSC；小松山
推建機公司経由）に変更し合わせて船積港を青島から上海に変
更し国内輸送距離を大幅に削減しました。
本件改善効果
① 出荷港　青島→上海　トラック輸送距離　703km削減
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リマン事業の展開

コマツグループは、エンジン・トランスミッションなどの使用
済みコンポーネント（部品）をさまざまな工程を経て新品同等
の品質によみがえらせ、再び市場へ供給するリマン事業を世界
の12拠点に設置したリマン工場 /センタで推進しています。

リマン事業の世界展開
リマンとは「再生」を意味する「Remanufacturing」の略
語で、お客様に次のようなメリットを提供しています。
●新品と同等の品質及び性能を保証
●新品に比べ割安
●適正に在庫されたリマン品により、休車時間を短縮
●リユース・リサイクルによる資源の節約、廃棄物の削減

グローバル拠点としてインドネシアに大型建機用エンジン・
トランスミッション、油圧シリンダー等を供給するコマツイン
ドネシア（Komatsu Indonesia:KI）、チリにエレキダンプ
トラック用コンポーネントを供給するコマツリマンセンタチ
リ（Komatsu Reman Center Chile:KRCC）を設置して
います。
またインドネシア国内専用に大型建設機械すべてのコン
ポーネントを再生しているコマツリマニュファクチャリング
アジア（PT KOMATSU REMANUFACTURING ASIA；
KRA）を設置しています。
グローバル供給（コアの出し入れ）が困難な国（中国、ロシア、
インド、ブラジル）には個別にリマンセンタを設置しており、
2016年12月にはロシア極東のマガダンに新たなリマンセ
ンタを設置しました。

2016年12月に設置したロシア極東マガダンのリマンセンタ

グローバルリマン工場 地域リマン工場 DBリビルトセンター 地域リマンセンタ 現地法人
エンジン、トランスミッション ホイールモータ（技術支援）油圧シリンダ

ブラジル（KDB）

チリ（KRCC）オーストラリア（KMSA）

インドネシア（KI）
インドネシア（KRA）

南アフリカ（KSA）

インド（KIR）

中国（KCR）
中国（KCRC）ミャンマー

（KMM）
北米（KAC）

ロシア マガダンロシア クズバス（KCIS）欧州（KEISA）

リマン工場 /センタ　マップ

リマン情報の提供
各リマンセンタなどをネットワークで結ぶ「Reman-Net」
を構築、グローバルなリマンオペレーションの展開やリユー
ス・リサイクルに積極的に活用しています。
また、ICタグや2次元コードを活用してリマン品の再生履

歴管理を行い、品質管理や耐久性情報を把握し、コマツが最適
な寿命を有するコンポーネントを開発する上で重要な情報を
フィードバックしています。

今後の取り組み
使用済みコンポーネント（部品）の再使用率をさらに高める

ため
●リマン専用部品及びオーバーサイズ部品等の開発
●再生技術の開発（再使用判定、摩耗部再生、洗浄、熱処理等）
に取り組み、廃棄部品を減少することで、より一層のリユース・
リサイクル活動を推進していきます。

リマン取り扱い高推移 （2004年度を100とした指数）

指数（%）
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リマン工程図

1  受入検査 2  洗浄 3  分解 4  部品検査 5  部品洗浄 6  加修

7  組立 8  性能検査① 性能検査② 9  塗装 10  出荷検査 11  出荷

循環型社会形成への取り組み
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生産における資源有効利用活動（廃棄物）

生産活動における廃棄物発生量を減らすとともに、発生した
廃棄物を再資源化して有効活用する「ゼロエミッション」活動
を推進しています。

2016年度から、国内外とも新たに中期目標（下表参照）を設
定し廃棄物発生量原単位の低減とリサイクル率の維持・向上活
動を開始しました。
国内の廃棄物排出量原単位は、廃棄物の減量化、分別の徹底
や有価物化の推進により2010年度比で14.1％低減し前倒
しで目標を達成しましたが廃液減容装置の故障や不要品の廃
却による一時的な廃棄物の増加により、前年度より悪化しまし
た。リサイクル率は99.6％となり、99.5％以上を維持してい
ます。
海外の廃棄物発生量原単位も、分別の徹底などにより2010
年度比15.1％低減し前倒しで中期目標を達成しましたが、不
用品の廃却や品質対応による鋳物砂使用量の増加などにより、
前年度より悪化しました。リサイクル率は92.1％となり前年
度から0.7ポイント改善しました。
今後は、国内外とも中期目標の見直しを検討するとともに、
より一層分別の徹底に努め、改善活動を推進していきます。

区分 基準年度 目標年度 目標値

廃棄物排出量原単位の削減
国内

2010年 2020年 △10％以上
海外

リサイクル率の維持・向上
国内 ― 維持 99.5％以上
海外 ― 2020年 95％以上

 国内廃棄物発生量 
（集計範囲：コマツおよびコマツグループの国内生産事業所）
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海外廃棄物発生量（集計範囲：コマツグループの海外生産事業所）
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生産における資源有効利用活動（水資源）

2016年度から、国内外とも新たに中期目標（下表参照）を設
定し水使用量の低減活動を開始しました。
国内は、地下水の使用量が多い北陸地区の事業所を重点に、

工程内での再利用や日常管理による無駄の削除等により生産
金額当たりの原単位で2010年度に比べて49.6％削減し前
倒しで中期目標を達成しました。
特に、コマツキャステックス（株）では、アーク炉用トランス

の冷却水を循環化することなどにより、前年度に比べて大幅に
水使用量を低減しました。
また、海外でも工程排水の浄化によるリサイクルや無駄の削

減等により、生産金額当たりの原単位を2010年度に比べて
31.9％削減し前倒しで中期目標を達成しました。
今後は、国内外とも中期目標の見直しを検討するとともに、

更なる水使用量の削減活動を推進していきます。

区分 基準年度 目標年度 目標値

水使用量原単位の低減
国内

2010年 2020年
40％以上

海外 10％以上

 水使用量（国内）
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サプライヤーの「水使用量削減活動」を推
進するため、主要外注サプライヤーに対
し、コマツの水資源削減活動の展開を推進
しています。
2016年度は啓蒙活動を実施しました。
2017年度よりモデル企業を選定し、具体
的な活動を推進していきます。

サプライヤー向け
水リスク啓蒙活動

サプライヤーの水使用量削減

TOP IC S
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生物多様性への取り組み

コマツの事業活動が生態系に与える影響を認識し、生物多様
性の保全に取り組んでいます。

生物多様性への取り組みみ
コマツは2011年1月に「コマツの生物多様性宣言」および

「コマツの生物多様性ガイドライン」を制定し、世界の全ての事
業所で生物多様性保全に向けた活動を開始しました。
コマツの事業活動が生物多様性に依存し、同時に影響を与え
ているという認識に立ち、生物多様性の保全に貢献する取り組
みを2つの側面から推進しています。
一つは今まで取り組んできた「事業における環境負荷の低減
活動」を着実に推進していくことです。また工場建設などの土
地活用時にも生物多様性への配慮を義務付けました。
もう一つはコマツとして生物多様性の保全に直接的に関わ
り、また社員の意識を高める意味でも、その地域固有の生態系
に配慮をした「1拠点1テーマ活動」を展開することです。

事業所での取り組み（1拠点１テーマ活動例）
コマツキャステックス株式会社（KCX）
地元専門家の協力を得て、工場内ビオトープ池にて希
少種の生息域外保全活動中
建設機械・鉱山機械の部品を、国内で唯一、鋳造で生産してい
るコマツキャステックス株式会社（富山県氷見市：以下KCX）
は、富山大学理学部・氷見市連携研究室「ひみラボ水族館」の学
芸員やビオトープ管理士の指導と協力を得て、KCX本社工場
敷地内の「ふるさとの森」内に当初からあった池を活用してビ
オトープを造成し、2014年から、希少種であるミナミアカヒ
レタビラの生息域外保全活動に取り組んでいます。
ミナミアカヒレタビラは、コイ科タナゴ亜科タナゴ属に分類
される日本固有亜種の純淡水魚で、島根県および鳥取県の山陰
地方、福井県、石川県にも生息しており、富山県が国内分布の北
限にあたります。また、2015年に絶滅が危惧されているとし
て、富山県希少野生動植物保護条例により、指定希少野生動植
物に指定されています。
ミナミアカヒレタビラの体長は約6㎝で、産卵期（4月～７
月）になると雄は明瞭な婚姻色を呈し、雌は産卵管を伸長させ
生きた淡水性二枚貝の内部に卵を産みこむという特徴があり
ます。この生息域外保全のためには、淡水性二枚貝が不可欠で
あることから、ミナミアカヒレタビラを2014年12月と
2015年４月に合わせて100個体放流した際に、淡水性二枚
貝（イシガイ）を同数程度、同じ池に放流しました。さらに、イシ
ガイは、繁殖に際し淡水魚の鰭（ヒレ）等に寄生するため、イシ
ガイの繁殖を目的として、タモロコおよびモツゴも放流してい
ます。
なお、ビオトープから流出した水は、最終的に下流の仏生川

水系へ流入することから、放流種は仏生寺川水系から捕獲した
個体を用い、放流種が流出した際、本来の生態系に影響を及ぼ
さないよう配慮しました。
放流から1年半経過した2016年8月に、ミナミアカヒレタビラ

の個体数がどの程度増加しているか調査を行いました。第１回調査
および第２回調査の結果、おおよそ1,000個体を超える程度（放流
数の約10倍）に増えていることが明らかになりました。また、個体数
調査時における捕獲割合は、80％以上がミナミアカヒレタビラで
あったことから、ミナミアカヒレタビラが「ふるさとの森」内の池にお
ける優占種であることもわかりました。
今後とも地元の学芸員やビオトープ管理士の指導をいただきな

がら、継続的にこの保全活動に取り組んでいきたいと考えています。

KCX「ふる
さとの森」

ミナミアカヒ
レタビラ

個体数調査の
様子

イシガイ

生物多様性
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法規制の遵守と汚染予防

コマツは、国や自治体の法規制を遵守し、実測結果の定期的報
告や保管等を確実に実施しています。

2016年度は、環境に関する法規制違反はありませんでした。
また、環境を汚染するような重大な事故は発生していません。

土壌・地下水汚染
土壌・地下水の調査に関するガイドラインを定め、売却ある
いは閉鎖・撤去計画のある事業所については法令に基づいて調
査を行い、汚染がある場合は自治体の確認のもと浄化対策を行
うことにしています。
また、稼働中の事業所においては、過去に洗浄液などに使用
した揮発性有機化合物（VOCs）による汚染の有無を確認する
ために自主的な調査を行い、浄化対策を進めています。

2005年から国内の事業所でVOCsに関する土壌・地下水
の調査を行い、汚染が確認された場合は対策工事を実施してき
ました。浄化方法はできる限り短期間で浄化できる方法を採用
しています。

2009年度には小山工場において浄化が完了しました。その
他の事業所では浄化対策の効果を確認しながら作業を継続し
ています。
今後も、確実に浄化作業を推進していくとともに、敷地外へ
基準を超えた地下水が流出していないことを確認するために、
敷地境界での地下水のモニタリングを継続していきます。

主な土壌・地下水の浄化状況
事業所名 浄化方法 浄化状況

粟津工場 掘削除去、土壌ガス吸引
揚水曝気、バイオレメディエーション＊1 浄化中

小松工場跡地 掘削除去、揚水曝気
バイオレメディエーション 浄化中

大阪工場 土壌ガス吸引、エアースパージング
揚水曝気、バイオレメディエーション 浄化中

湘南工場 掘削除去、揚水曝気 浄化中

栃木工場 掘削除去、バイオレメディエーション 浄化中

＊1： バイオレメディエーションとは、微生物などを用いて有害物質で汚染さ
れた土壌などを有害物質を含まない元の状態に戻す処理のことです。

※ 郡山工場・技術イノベーションセンタ（平塚）・テクノセンタ（伊豆）・実用
試験部（大分）は調査の結果、汚染はありませんでした。

PCB廃棄物の管理
変圧器や蛍光灯の安定器などのPCB廃棄物をPCB特別

措置法や廃棄物処理法に基づき、適正に保管・処理しています。
コマツでは 2008年度から日本環境安全事業（株）

（JESCO）による処理が始まり、2016年度までに約90％の
PCB入りの変圧器・安定器等を処理しています。

2017年度以降も、低濃度のPCB廃棄物も含めて計画的に
処理を進めていく予定です。

高濃度PCB入り変圧器・安定器等の保有台数

会
社
名

事業所
変圧器等 安定器等

2016年度
処理台数

処理待ちの
台数

2016年度
処理台数

処理待ちの
台数

コ
マ
ツ

本社 0 4 0 30

粟津工場 16 2 0 78

大阪工場 0 0 0 93

小山工場 34 3 0 2

湘南工場 2 0 0 3

栃木工場 5 0 0 0

実用試験部 0 0 4 0

建機マーケティング
本部 0 0 0 131

コマツ小計 57 9 4 337

コマツNTC 0 2 0 76

コマツ建機販売 1 3 0 349

グループ小計 1 5 0 425

総合計 58 14 4 762

※旧小松工場分は粟津工場へ、旧真岡工場分は小山工場へ移管。

化学物質の管理・汚染予防

PRTR対象物質の低減
2016年度の取扱量1トン以上（特定第一種は0.5トン以
上）のPRTR＊対象物質は23物質で前年度より2物質減りま
した。

PRTR対象物質は、キシレン、エチルベンゼン、トルエンの
3物質が、コマツ及びコマツグループ生産事業所の排出量の約
92％を占めています。またそのほとんどが大気への排出と
なっています。
コマツ及びコマツグループではPRTR対象物質の含有が少

ない塗料への切替え、塗料のハイソリッド化、塗着効率向上、塗
膜厚の減少に努めています。また、取扱量の多い物質に関して
は、PRTR対象物質の少ない副資材への変更を行うことによ
り取扱量の削減に努めています。2016年度の排出量は前年度
より約3%低減いたしました。
＊PRTR： 「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促

進に関する法律」（PRTR法）に基づく届出制度

環境リスクマネジメント
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VOC排出量の低減
VOC排出量の大部分はキシレンやエチルベンゼンなど塗料に含まれるVOC
です。

2016年の排出量は前年よりやや増加しましたが、VOC排出量の生産金額原
単位は2005年度比50％削減を維持しています。

コマツキャブテック（株）ではコマツの生産技術部門、調達部門の若手技術者と
一体となりプロジェクト活動に取り組み、新技術を導入することによる大幅な塗
装品質向上、塗料費削減を実現するとともに、コマツグループ全体の塗装技術向上
に寄与し、2016年度の生産本部長表彰を受賞しています。 コマツキャブテック株式会社の塗装ライン

 PRTR対象物質の排出量・移動量の構成 
国内グループ生産事業所

 PRTR対象物質の排出量 
国内グループ生産事業所

 VOC排出量 
国内グループ生産事業所

大気への
排出

30.7％

ニッケル 1.3％
その他 1.9％

キシレン 3.5％
その他 5.6％

エチルベンゼン 10.1％

トルエン 4.6％

メチルナフタレン 6.2％

1,2,4トリメチルベンゼン 3.3％

その他 2.4％

マンガンおよび
その化合物 
29.9％

クロムおよび
その化合物 10.2％

モリブデンおよび
その化合物 2.9％

キシレン 1.3％
エチルベンゼン 

0.8％
トルエン 0.7％

マンガンおよび
その化合物 

0.7％
その他0.9％

キシレン 13.6％

製品への
付着

46.2％
移動量

（廃棄物）
4.5％

注：取扱量1t以上

化学変化
除去量
18.6％

1,036

1,214

977

402
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386375
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20062005 2007 2008 2009 2011 2012 20132010

（kg/百万円）

生産金額あたり排出量PRTR排出量

2015 2016

1,4491,6221,690 1,318 561 829 969 803 775 661 550 582

100.0103.7
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環境リスクマネジメント

第一種指定化学物質の名称ならびに排出量および移動量
（取扱量1t以上、但し特定第一種は0.5t以上）（国内グループ生産事業所）（平成22年度4月以降のPRTR対象物質） （単位：t）

物質番号 物質名 取扱量
排出量 移動量 化学変化・

除去量
製品と
同伴して
搬出した量大気 水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物

412 マンガンおよびその化合物 374.0 0.6 0.0 ― ― ― 8.2 0.0 365.2

80 キシレン 224.2 165.5 ― ― ― ― 15.7 42.4 0.5

53 エチルベンゼン 149.6 123.2 ― ― ― ― 10.6 15.4 0.4

87 クロムおよび三価クロム化合物 126.3 0.0 ― ― ― ― 1.2 ― 125.1

438 メチルナフタレン 76.0 0.4 ― ― ― ― ― 75.7 ―
300 トルエン 72.4 56.7 ― ― ― ― 8.8 6.9 ―
296 1,2,4-トリメチルベンゼン 66.9 19.3 ― ― ― ― 1.7 40.0 0.1

453 モリブデンおよびその化合物 35.6 ― ― ― ― ― 0.0 ― 35.6

448 メチレンビス（4,1-フェニレン）＝ジイソシアネート 27.0 ― ― ― ― ― 0.0 26.5 0.5

308 ニッケル 15.2 0.0 ― ― ― ― 0.0 ― 15.2

88 六価クロム化合物　＊1＊2 9.3 0.0 ― ― ― ― 2.3 ― ―
321 バナジウム化合物 8.7 ― ― ― ― ― 0.0 ― 8.7

297 1,3,5-トリメチルベンゼン 8.5 4.3 ― ― ― ― 0.4 3.8 ―
132 コバルトおよびその化合物 7.6 ― ― ― ― ― 0.9 ― 6.7

277 トリエチルアミン 6.3 1.3 ― ― ― ― 0.0 5.0 0.0

207 2,6-ジーターシャリ-ブチル-4-クレゾール 5.5 0.0 0.0 ― ― ― 0.9 ― 4.6

349 フェノール ＊3 4.3 0.0 ― ― ― ― ― 4.3 ―

258 1,3,5,7-テトラアザトリシクロ［3,3,1,1（3,7）］
デカン ＊3 3.9 0.0 ― ― ― ― 0.0 2.1 1.7

188 N,N-ジシクロヘキシルアミン 3.1 0.0 0.0 ― ― ― 2.8 0.2 0.1

302 ナフタレン 2.7 1.4 ― ― ― ― 0.4 0.9 ―
83 イソプロピルベンゼン 2.6 1.5 ― ― ― ― 0.1 1.0 ―

392 ノルマルーへキサン 2.4 0.7 ― ― ― ― 0.0 1.7 ―
405 ほう素化合物 1.6 ― ― ― ― ― 0.3 1.2 0.1

＊1： 6価クロム化合物はメッキ処理工程でクロム化合物となるため、「移動量」および「製品と同伴して搬出した量」については、クロムおよび3価クロム化合物
として集計しています。

＊2：PRTR特定第一種
＊3：含有量は微量でPRTR届出対象外ですが取扱量が1トンを超える為公表しています。
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海外の環境保全の高まりに対応し、コマツは早期からアスベ
スト、鉛などの負荷物質削減に取り組んできました。1999年
度には、化審法の禁止物質や各国規則の禁止物質をベースに、
使用禁止物質、使用制限物質を定め、負荷物質のトータル管理
を開始しました（製品への使用禁止・使用削減対象の環境負荷
物物質　参照）。
昨今はREACH＊1対応をベースとして、使用制限物質や禁
止物質の見直しを推進しています。サプライヤーの協力のもと
に、製品中の負荷物質の管理システムを導入し国内、欧州法人
で運用開始し、その他海外現地法人でも運用を進めています。
このシステムを利用して現EU向け輸出車・EU現地法人生

産車のみならず、新規開発機種に対してもSVHC（高懸念物
質）の確認を実施、さらに継続的に登録される追加SVHCに
対しても、都度再確認を実施しています。

現在、SVHCは173物質ですが、半年ごとに追加され、将来
は1,500まで増えるといわれ、洩れなく管理するため、ルーチ
ンワークフローを作成しています。

環境負荷物質管理システム
設計

購買

調査部品
データベース
調査部品
データベース

環境負荷物質
テーブル

環境負荷物質
テーブル

CAD システム（図面）図面情報の送信

調査シートの
送信

調査結果の
送信

● サプライヤー調査管理

● 環境負荷物質含有仕様入力

環境負荷物質
管理システム

● 開発機種の
集計結果出力

● 部品表登録時の
含有物質のチェック

● 出図時の含有物質の
チェック

● 調査結果への対応
● 含有物質情報の集計 サプライヤー

B

サプライヤー
A

部品表

水リスク対応

コマツグループでは、2015年度上期まで、地球環境基本方針
をもとに、
①水の使用量（投入量）削減とリサイクル（循環）の推進
②水質保全を中心にした活動

を展開してきました。
しかし、異常気象の頻発や社会的要請（2015/1ダボス会議
で水危機リスク第一位等）を受け、2015年度下期より新たに
「水に関するリスク評価会」を立ち上げ、半年にわたって検討を
重ね、国内外の主要な事業所を対象に「水リスク調査」を実施し
ました。

 水リスク調査結果（グローバル45事業所 / 
部門にて2016年1月実施）
コマツグループとしての水リスク
①大雨による操業 / 事業への影響

②排水による汚染リスク
③河川氾濫によるサプライチェーンへの影響
上記結果に基づき、2016年度より従来からの活動を進める

とともに、水に関する問題がコマツグループの事業へ及ぼす影
響を最小限となるよう、コマツグループの水に関する方針とし
て、新たに「水リスク低減活動」を推進しております。

 国内事例（小山・栃木工場）
大雨対策として、構内100mm/h降雨でも、1時間分の貯水

を可能とする3つの貯水池と大雨送水管、地下貯水タンクを設
けるとともに、雨水溝を拡張している。
また、敷地外に流さないように止水壁、止水板を設置してい

る。
＊ 貯水池は、結果として周辺地域の排水能力不足にも貢献して
いる。
① 小山工場20,000トンと10,000トンの貯水池（実施済）
② 小山工場4,000トン（建設中）と栃木工場12,000トン
の貯水池（計画中）

製品への使用禁止・使用削減対象の環境負荷物質
ランク 数 物質名

禁止 17

●6価クロム ●カドミウム ●水銀 ●PBB／PBDE／HBCDD＊3 ●3置換有機錫化合物 ●6ふっ化硫黄＊3

●PCB ●アスベスト ●特定フロン /代替フロン（HCFC） ●トリクロロエチレン ●トリエタノールアミン
●ヘキサクロロベンゼン ●PFOS（パーフルオロオクタンスルホン酸化合物）
●RCF（耐火性セラミックファイバ）（アルミナ／シリカ系）＊3

削減
（限定使用） 15

●鉛 ●ひ素 ●セレン ●代替フロン（HFC） ●特定フタル酸エステル（DEHP/DBP/BBP/DIBP）＊2 
●特定塩素系難燃性処理剤（TCEP） ●特定多環芳香族炭化水素（PAH） ●メタノール ●DZ
●BNST ●DOTE ●UV327

REACH規制
高懸念物質
（SVHC）

（173）＊4
コマツの製品に使用している可能性がある以下の物質は管理対象。
●DEHP/DBP/BBP/DIBPなど（5物質） ●HBCDD/DBDE/トリスりん酸（2-クロロエチル） ●RCF
●特定鉛化合物（4物質） ●DOTE ●UV327

＊1： REACH（Registration, Evaluation, Authrisation and Restriction of Chemicals）:　「化学物質の登録、評価及び認可に関するEU規則」
＊2：フタル酸ジエチルヘキシル、フタル酸ジブチル、フタル酸ベンジルブチル、フタル酸ジイソブチル
＊3：規制動向により制限強化
＊4：2017年4月時点の物質登録数（随時更新）、コマツ建設機械・産業車両に該当しない物質を含む

環境負荷物質削減・欧州規制（REACH）への対応
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サイトデータ（国内）
事
業
所
概
要

事業所名 粟津工場（設立年：1938年） 金沢工場（設立年：2007年） 大阪工場（設立年：1952年） 茨城工場（設立年：2007年） 小山工場（設立年：1962年） 郡山工場（設立年：1994年） 湘南工場（設立年：1966年）
所在地 石川県小松市 石川県金沢市 大阪府枚方市 茨城県ひたちなか市 栃木県小山市 福島県郡山市 神奈川県平塚市

主要製品
小・中型ブルドーザー、小型油圧ショベル、 
小・中型ホイールローダー、 
モーターグレーダーなど

超大型油圧ショベル、大型プレス、中型プレス
大型ブルドーザー、中・大型油圧ショベル、 
自走式リサイクル機械（破砕機、土質改良機、 
木材破砕機など）

大型ホイールローダー、ダンプトラック 建設・産業機械用エンジン、ディーゼル発電機、 
油圧機器、アクスル、エキシマレーザーなど 油圧シリンダ、スイベルジョイント、ギヤポンプ 建設・鉱山機械用コントローラ・ハイブリッド用部品、

サーモモジュール、温度調整機器類など

土地 /緑地面積（1,000m2） 700/85 134/30 572/74 350/71 591/126 297/153 69/14
従業員数（人） 2,770 620 2,666 860 3,358 413 1,283

ISO14001認証取得時期 1997年9月 2007年5月 1997年7月 2007年5月 1997年5月 2002年7月 2000年3月
＊ 従業員には、同敷地内の関連会社人数を含みます
＊従業員数は2017年3月末現在

主
な
事
業
所
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

環境負荷
＊ 項目の算出定義は「生産における環境保全 
活動」を参照して下さい

＊ 廃棄物発生量は、リサイクル量（有価物を 
除く）＋処分量です

＊ リサイクル率は、リサイクル量（有価物を 
含む）を不要物発生量（有価物を含む）で除した
値です

＊  BOD、CODの各排出量は平均濃度に排水
量を乗じた値です

項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績
CO2総発生量 28,051 t-CO2 CO2総発生量 1,292 t-CO2 CO2総発生量 24,618 t-CO2 CO2総発生量 3,237 t-CO2 CO2総発生量 45,320 t-CO2 CO2総発生量 8,048 t-CO2 CO2総発生量 3,674 t-CO2

NOX総量 26,107 kg NOX総量 ― kg NOX総量 2,030 kg NOX総量 ― kg NOX総量 26,735 kg NOX総量 35,865 kg NOX総量 ― kg

SOX総量 2,481 kg SOX総量 0 kg SOX総量 14 kg SOX総量 3 kg SOX総量 173 kg SOX総量 1,405 kg SOX総量 0 kg
廃棄物発生量 1,261 t 廃棄物発生量 104 t 廃棄物発生量 977 t 廃棄物発生量 281 t 廃棄物発生量 2,022 t 廃棄物発生量 771 t 廃棄物発生量 159 t
リサイクル量 1,260 t リサイクル量 104 t リサイクル量 973 t リサイクル量 281 t リサイクル量 2,022 t リサイクル量 771 t リサイクル量 159 t
リサイクル率 99.9％ リサイクル率 100％ リサイクル率 99.7％ リサイクル率 100％ リサイクル率 100％ リサイクル率 100％ リサイクル率 100％
BOD排出量 1,964 kg BOD排出量 55 kg BOD排出量 603 kg BOD排出量 2,757 kg BOD排出量 1,886 kg BOD排出量 31 kg BOD排出量 2,533 kg

COD排出量 2,003 kg COD排出量 142 kg COD排出量 1,316 kg COD排出量 ― kg COD排出量 2,372 kg COD排出量 152 kg COD排出量 ― kg
排水量 615,287 m3 排水量 30,496 m3 排水量 205,031 m3 排水量 19,515 m3 排水量 379,000 m3 排水量 12,680 m3 排水量 32,074 m3

自家発電量 6,410 MWh 自家発電量 638 MWh 自家発電量 6,341 MWh 自家発電量 250 MWh 自家発電量 7,262 MWh 自家発電量 3,568 MWh 自家発電量 170 MWh

エネルギー使用量
＊ 熱量への換算係数は、地球温暖化対策推進法
に基づく環境省の温室効果ガス排出量算定・
報告マニュアルによります

項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ
電力 48,780 MWh 474,062 電力 3,955 MWh 38,568 電力 41,078 MWh 398,475 電力 6,636 MWh 64,817 電力 64,057 MWh 624,036 電力 10,239 MWh 99,040 電力 9,300 MWh 91,802

A重油 2,052 kℓ 80,233 A重油 0 kℓ 0 A重油 5 kℓ 182 A重油 0 kℓ 0 A重油 44 kℓ 1,735 A重油 930 kℓ 36,363 A重油 0 kℓ 0
灯油 7 kℓ 244 灯油 0 kℓ 0 灯油 10 kℓ 352 灯油 0 kℓ 6 灯油 1,678 kℓ 61,596 灯油 0 kℓ 0 灯油 0 kℓ 0
軽油 244 kℓ 9,303 軽油 1 kℓ 45 軽油 437 kℓ 16,677 軽油 226 kℓ 8,621 軽油 4,560 kℓ 174,207 軽油 6 kℓ 239 軽油 7 kℓ 269
都市ガス 0 Nkm3 0 都市ガス 0 Nkm3 0 都市ガス 3,799 Nkm3 159,192 都市ガス 0 Nkm3 0 都市ガス 2,193 Nkm3 91,887 都市ガス 0 Nkm3 0 都市ガス 75 Nkm3 3,140

LPG 1,226 t 61,526 LPG 5 t 258 LPG 24 t 1,206 LPG 32 t 1,619 LPG 32 t 1,601 LPG 541 t 27,183 LPG 0 t 0
その他 1,442 その他 0 その他 1,033 その他 6 その他 1,162 その他 156 その他 0
合計 626,811 合計 38,872 合計 577,118 合計 75,068 合計 956,223 合計 162,981 合計 95,211

水使用量

項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績
地下水 526,348 m3 地下水 23,469 m3 地下水 66,196 m3 地下水 0 m3 地下水 422,879 m3 地下水 0 m3 地下水 0 m3

工業用水 0 m3 工業用水 0 m3 工業用水 0 m3 工業用水 0 m3 工業用水 0 m3 工業用水 2,964 m3 工業用水 0 m3

上水 76,699 m3 上水 7,027 m3 上水 67,222 m3 上水 19,515 m3 上水 1,846 m3 上水 23,727 m3 上水 32,047 m3

合計 603,047 m3 合計 30,496 m3 合計 133,418 m3 合計 19,515 m3 合計 424,725 m3 合計 26,691 m3 合計 32,047 m3

主
な
法
規
制
対
応

大
気

項目 単位 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績
窒素酸化物（NOX） ppm ボイラー 180 90 （対象設備なし） ― ― ボイラー 150 25 ディーゼル機関 100 非稼動 ディーゼル機関 950 880 コジェネエンジン 950 740 （対象設備なし） ― ―

ppm ディーゼル機関 950 760 金属加熱炉 180 36 ガスタービン 70 32

ppm バイオマスボイラー 350 85 塗装乾燥炉 230 12

ppm ガスエンジン 600 56
硫黄酸化物（SOX） ― K値規制 17.5 4.38 K値規制 9 非稼動 K値規制 7.0 0.45 K値規制 11.5 0.45
ばいじん g/m3N ボイラー 0.3 0.013 （対象設備なし） ― ― ボイラー 0.05 0.003 ディーゼル機関 0.1 非稼動 ディーゼル機関 0.1 0.03 コジェネエンジン 0.1 0.039 （対象設備なし） ― ―

g/m3N ディーゼル機関 0.1 0.018 金属加熱炉 0.1 0.061 ガスタービン 0.05 0.001

g/m3N バイオマスボイラー 0.30 0.30 塗装乾燥炉 0.1 0.006

g/m3N ガスエンジン 0.04 0.002
＊規制値は、大気汚濁防止法、地方自治体条例によります

工
場
排
水

項目 水質汚濁防止
法規制値 規制値

実績
規制値

実績
規制値

実績 規制値
（下水道法）

実績
規制値

実績
規制値

実績 規制値
（下水道法）

実績
最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均

pH 5.8～8.6 5.8～8.6 7.4 6.4 6.8 5.0～9.0 8.4 6.8 7.3 5.8～8.6 7.6 7.2 7.5 5～9 8.8 7.7 8.4 5.8～8.6 7.6 6.9 7.2 5.8～8.6 7.7 6.9 7.4 5～9 8.6 6.9 7.9

BOD（生物化学的酸素要求量） 160mg/ℓ 80 3.8 ND 2.1 80 1.8 ND 1.2 35 6.3 0.9 2.9 600 310 47 141 25 9 1.4 5.0 40 5 ND 2.5 600 410 ND 61

COD（化学的酸素要求量） 160mg/ℓ 80 3.9 0.7 2.3 80 12 0.8 3.3 35 8.5 4.6 6.4 ― ― ― ― 25 10.1 ND 6.3 40 19 5.4 12.0 ― ― ― ―
浮遊物質（SS） 200mg/ℓ 120 4.0 ND 2.3 120 5.6 ND 2.7 70 7 2 4.0 600 540 83 237 50 13 ND 4.8 70 4.2 1 2.8 600 150 ND 29
鉱油類 5mg/ℓ 5 ND ND ND 5 ND ND ND 5 0.6 ND 0.5 5 ND ND ND 5 1.2 ND 0.8 1 ND ND ND 5 9.0 ND 2.0
銅 3mg/ℓ 3 ND ND ND 3 ND ND ND 3 ND ND ND ― ― ― ― 3 ND ND ND 2 ND ND ― 3 ND ND ND
亜鉛 2mg/ℓ 2 0.07 ND 0.06 2 ND ND ND 2 ND ND ND ― ― ― ― 2 0.2 ND 0.1 2 0.06 0.06 ― 2 0.09 ND 0.05
窒素 120mg/ℓ 120 4.5 3.6 4.1 120 18 0.2 9.1 120 21 4.0 13.7 ― ― ― ― 20 8.5 0.7 4.6 120 20 20 ― ― ― ― ―
燐 16mg/ℓ 16 0.47 0.01 0.25 16 2.1 0.01 1.1 16 0.27 0.06 0.12 ― ― ― ― 2 0.4 ND 0.2 16 2.4 2.4 ― ― ― ― ―
カドミウム 0.03mg/ℓ 0.03 ND ND ND 0.03 ND ND ND 0.003 ND ND ND ― ― ― ― 0.03 ND ND ND 0.03 ND ND ― 0.03 ND ND ND
鉛 0.1mg/ℓ 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND 0.01 ND ND ND ― ― ― ― 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND

6価クロム 0.5mg/ℓ 0.5 ND ND ND 0.5 ND ND ND 0.05 ND ND ND ― ― ― ― 0.1 ND ND ND 0.2 ND ND ND 0.5 ND ND ND
トリクロロエチレン 0.1mg/ℓ 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND 0.01 ND ND ND ― ― ― ― 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ― 0.1 ND ND ND
テトラクロロエチレン 0.1mg/ℓ 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND 0.01 ND ND ND ― ― ― ― 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ― 0.1 ND ND ND
ジクロロメタン 0.2mg/ℓ 0.2 ND ND ND 0.2 ND ND ND 0.02 ND ND ND ― ― ― ― ― ― ― ― 0.2 ND ND ― 0.2 ND ND ND

1,1,1-トリクロロエタン 3mg/ℓ 3 ND ND ND 3 ND ND ND 1 ND ND ND ― ― ― ― 3 ND ND ND 3 ND ND ― 3 ND ND ND
＊ 規制値は、水質汚濁防止法、下水道法、地方 
自治体条例によります

＊NDは、定量下限値未満を表します
＊  NDを含む平均値は、NDを定量下限値として
算出しています

＊ その他の項目も、規制値未満を確認しています

注） 金沢工場には、金沢第一・第二工場のデータが 
含まれます

注）大阪工場には六甲工場のデータが含まれます 注）湘南工場には（株）KELKのデータが含まれます
（ギガフォトンを除く）
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事
業
所
概
要

事業所名 粟津工場（設立年：1938年） 金沢工場（設立年：2007年） 大阪工場（設立年：1952年） 茨城工場（設立年：2007年） 小山工場（設立年：1962年） 郡山工場（設立年：1994年） 湘南工場（設立年：1966年）
所在地 石川県小松市 石川県金沢市 大阪府枚方市 茨城県ひたちなか市 栃木県小山市 福島県郡山市 神奈川県平塚市

主要製品
小・中型ブルドーザー、小型油圧ショベル、 
小・中型ホイールローダー、 
モーターグレーダーなど

超大型油圧ショベル、大型プレス、中型プレス
大型ブルドーザー、中・大型油圧ショベル、 
自走式リサイクル機械（破砕機、土質改良機、 
木材破砕機など）

大型ホイールローダー、ダンプトラック 建設・産業機械用エンジン、ディーゼル発電機、 
油圧機器、アクスル、エキシマレーザーなど 油圧シリンダ、スイベルジョイント、ギヤポンプ 建設・鉱山機械用コントローラ・ハイブリッド用部品、

サーモモジュール、温度調整機器類など

土地 /緑地面積（1,000m2） 700/85 134/30 572/74 350/71 591/126 297/153 69/14
従業員数（人） 2,770 620 2,666 860 3,358 413 1,283

ISO14001認証取得時期 1997年9月 2007年5月 1997年7月 2007年5月 1997年5月 2002年7月 2000年3月
＊ 従業員には、同敷地内の関連会社人数を含みます
＊従業員数は2017年3月末現在

主
な
事
業
所
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

環境負荷
＊ 項目の算出定義は「生産における環境保全 
活動」を参照して下さい
＊ 廃棄物発生量は、リサイクル量（有価物を 
除く）＋処分量です
＊ リサイクル率は、リサイクル量（有価物を 
含む）を不要物発生量（有価物を含む）で除した
値です
＊  BOD、CODの各排出量は平均濃度に排水
量を乗じた値です

項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績
CO2総発生量 28,051 t-CO2 CO2総発生量 1,292 t-CO2 CO2総発生量 24,618 t-CO2 CO2総発生量 3,237 t-CO2 CO2総発生量 45,320 t-CO2 CO2総発生量 8,048 t-CO2 CO2総発生量 3,674 t-CO2

NOX総量 26,107 kg NOX総量 ― kg NOX総量 2,030 kg NOX総量 ― kg NOX総量 26,735 kg NOX総量 35,865 kg NOX総量 ― kg

SOX総量 2,481 kg SOX総量 0 kg SOX総量 14 kg SOX総量 3 kg SOX総量 173 kg SOX総量 1,405 kg SOX総量 0 kg
廃棄物発生量 1,261 t 廃棄物発生量 104 t 廃棄物発生量 977 t 廃棄物発生量 281 t 廃棄物発生量 2,022 t 廃棄物発生量 771 t 廃棄物発生量 159 t
リサイクル量 1,260 t リサイクル量 104 t リサイクル量 973 t リサイクル量 281 t リサイクル量 2,022 t リサイクル量 771 t リサイクル量 159 t
リサイクル率 99.9％ リサイクル率 100％ リサイクル率 99.7％ リサイクル率 100％ リサイクル率 100％ リサイクル率 100％ リサイクル率 100％
BOD排出量 1,964 kg BOD排出量 55 kg BOD排出量 603 kg BOD排出量 2,757 kg BOD排出量 1,886 kg BOD排出量 31 kg BOD排出量 2,533 kg

COD排出量 2,003 kg COD排出量 142 kg COD排出量 1,316 kg COD排出量 ― kg COD排出量 2,372 kg COD排出量 152 kg COD排出量 ― kg
排水量 615,287 m3 排水量 30,496 m3 排水量 205,031 m3 排水量 19,515 m3 排水量 379,000 m3 排水量 12,680 m3 排水量 32,074 m3

自家発電量 6,410 MWh 自家発電量 638 MWh 自家発電量 6,341 MWh 自家発電量 250 MWh 自家発電量 7,262 MWh 自家発電量 3,568 MWh 自家発電量 170 MWh

エネルギー使用量
＊ 熱量への換算係数は、地球温暖化対策推進法
に基づく環境省の温室効果ガス排出量算定・
報告マニュアルによります

項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ
電力 48,780 MWh 474,062 電力 3,955 MWh 38,568 電力 41,078 MWh 398,475 電力 6,636 MWh 64,817 電力 64,057 MWh 624,036 電力 10,239 MWh 99,040 電力 9,300 MWh 91,802

A重油 2,052 kℓ 80,233 A重油 0 kℓ 0 A重油 5 kℓ 182 A重油 0 kℓ 0 A重油 44 kℓ 1,735 A重油 930 kℓ 36,363 A重油 0 kℓ 0
灯油 7 kℓ 244 灯油 0 kℓ 0 灯油 10 kℓ 352 灯油 0 kℓ 6 灯油 1,678 kℓ 61,596 灯油 0 kℓ 0 灯油 0 kℓ 0
軽油 244 kℓ 9,303 軽油 1 kℓ 45 軽油 437 kℓ 16,677 軽油 226 kℓ 8,621 軽油 4,560 kℓ 174,207 軽油 6 kℓ 239 軽油 7 kℓ 269
都市ガス 0 Nkm3 0 都市ガス 0 Nkm3 0 都市ガス 3,799 Nkm3 159,192 都市ガス 0 Nkm3 0 都市ガス 2,193 Nkm3 91,887 都市ガス 0 Nkm3 0 都市ガス 75 Nkm3 3,140

LPG 1,226 t 61,526 LPG 5 t 258 LPG 24 t 1,206 LPG 32 t 1,619 LPG 32 t 1,601 LPG 541 t 27,183 LPG 0 t 0
その他 1,442 その他 0 その他 1,033 その他 6 その他 1,162 その他 156 その他 0
合計 626,811 合計 38,872 合計 577,118 合計 75,068 合計 956,223 合計 162,981 合計 95,211

水使用量

項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績 項目 実績
地下水 526,348 m3 地下水 23,469 m3 地下水 66,196 m3 地下水 0 m3 地下水 422,879 m3 地下水 0 m3 地下水 0 m3

工業用水 0 m3 工業用水 0 m3 工業用水 0 m3 工業用水 0 m3 工業用水 0 m3 工業用水 2,964 m3 工業用水 0 m3

上水 76,699 m3 上水 7,027 m3 上水 67,222 m3 上水 19,515 m3 上水 1,846 m3 上水 23,727 m3 上水 32,047 m3

合計 603,047 m3 合計 30,496 m3 合計 133,418 m3 合計 19,515 m3 合計 424,725 m3 合計 26,691 m3 合計 32,047 m3

主
な
法
規
制
対
応

大
気

項目 単位 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績
窒素酸化物（NOX） ppm ボイラー 180 90 （対象設備なし） ― ― ボイラー 150 25 ディーゼル機関 100 非稼動 ディーゼル機関 950 880 コジェネエンジン 950 740 （対象設備なし） ― ―

ppm ディーゼル機関 950 760 金属加熱炉 180 36 ガスタービン 70 32

ppm バイオマスボイラー 350 85 塗装乾燥炉 230 12

ppm ガスエンジン 600 56
硫黄酸化物（SOX） ― K値規制 17.5 4.38 K値規制 9 非稼動 K値規制 7.0 0.45 K値規制 11.5 0.45
ばいじん g/m3N ボイラー 0.3 0.013 （対象設備なし） ― ― ボイラー 0.05 0.003 ディーゼル機関 0.1 非稼動 ディーゼル機関 0.1 0.03 コジェネエンジン 0.1 0.039 （対象設備なし） ― ―

g/m3N ディーゼル機関 0.1 0.018 金属加熱炉 0.1 0.061 ガスタービン 0.05 0.001

g/m3N バイオマスボイラー 0.30 0.30 塗装乾燥炉 0.1 0.006

g/m3N ガスエンジン 0.04 0.002
＊規制値は、大気汚濁防止法、地方自治体条例によります

工
場
排
水

項目 水質汚濁防止
法規制値 規制値

実績
規制値

実績
規制値

実績 規制値
（下水道法）

実績
規制値

実績
規制値

実績 規制値
（下水道法）

実績
最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均

pH 5.8～8.6 5.8～8.6 7.4 6.4 6.8 5.0～9.0 8.4 6.8 7.3 5.8～8.6 7.6 7.2 7.5 5～9 8.8 7.7 8.4 5.8～8.6 7.6 6.9 7.2 5.8～8.6 7.7 6.9 7.4 5～9 8.6 6.9 7.9

BOD（生物化学的酸素要求量） 160mg/ℓ 80 3.8 ND 2.1 80 1.8 ND 1.2 35 6.3 0.9 2.9 600 310 47 141 25 9 1.4 5.0 40 5 ND 2.5 600 410 ND 61

COD（化学的酸素要求量） 160mg/ℓ 80 3.9 0.7 2.3 80 12 0.8 3.3 35 8.5 4.6 6.4 ― ― ― ― 25 10.1 ND 6.3 40 19 5.4 12.0 ― ― ― ―
浮遊物質（SS） 200mg/ℓ 120 4.0 ND 2.3 120 5.6 ND 2.7 70 7 2 4.0 600 540 83 237 50 13 ND 4.8 70 4.2 1 2.8 600 150 ND 29
鉱油類 5mg/ℓ 5 ND ND ND 5 ND ND ND 5 0.6 ND 0.5 5 ND ND ND 5 1.2 ND 0.8 1 ND ND ND 5 9.0 ND 2.0
銅 3mg/ℓ 3 ND ND ND 3 ND ND ND 3 ND ND ND ― ― ― ― 3 ND ND ND 2 ND ND ― 3 ND ND ND
亜鉛 2mg/ℓ 2 0.07 ND 0.06 2 ND ND ND 2 ND ND ND ― ― ― ― 2 0.2 ND 0.1 2 0.06 0.06 ― 2 0.09 ND 0.05
窒素 120mg/ℓ 120 4.5 3.6 4.1 120 18 0.2 9.1 120 21 4.0 13.7 ― ― ― ― 20 8.5 0.7 4.6 120 20 20 ― ― ― ― ―
燐 16mg/ℓ 16 0.47 0.01 0.25 16 2.1 0.01 1.1 16 0.27 0.06 0.12 ― ― ― ― 2 0.4 ND 0.2 16 2.4 2.4 ― ― ― ― ―
カドミウム 0.03mg/ℓ 0.03 ND ND ND 0.03 ND ND ND 0.003 ND ND ND ― ― ― ― 0.03 ND ND ND 0.03 ND ND ― 0.03 ND ND ND
鉛 0.1mg/ℓ 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND 0.01 ND ND ND ― ― ― ― 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND

6価クロム 0.5mg/ℓ 0.5 ND ND ND 0.5 ND ND ND 0.05 ND ND ND ― ― ― ― 0.1 ND ND ND 0.2 ND ND ND 0.5 ND ND ND
トリクロロエチレン 0.1mg/ℓ 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND 0.01 ND ND ND ― ― ― ― 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ― 0.1 ND ND ND
テトラクロロエチレン 0.1mg/ℓ 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND 0.01 ND ND ND ― ― ― ― 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ― 0.1 ND ND ND
ジクロロメタン 0.2mg/ℓ 0.2 ND ND ND 0.2 ND ND ND 0.02 ND ND ND ― ― ― ― ― ― ― ― 0.2 ND ND ― 0.2 ND ND ND

1,1,1-トリクロロエタン 3mg/ℓ 3 ND ND ND 3 ND ND ND 1 ND ND ND ― ― ― ― 3 ND ND ND 3 ND ND ― 3 ND ND ND
＊ 規制値は、水質汚濁防止法、下水道法、地方 
自治体条例によります
＊NDは、定量下限値未満を表します
＊  NDを含む平均値は、NDを定量下限値として
算出しています

＊ その他の項目も、規制値未満を確認しています

注） 金沢工場には、金沢第一・第二工場のデータが 
含まれます

注）大阪工場には六甲工場のデータが含まれます 注）湘南工場には（株）KELKのデータが含まれます
（ギガフォトンを除く）
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サイトデータ（国内）
事
業
所
概
要

事業所名 栃木工場（設立年：1968年） 開発本部技術イノベーションセンタ（設立年：1985年） コマツキャステックス（株）（設立年：1952年）
所在地 栃木県小山市 神奈川県平塚市 富山県氷見市
主要製品 フォークリフト、ミニショベル、ミニホイールローダー コマツグループ事業分野に関連する研究開発 鋳鋼品、鋳鉄品、素形材用型など
土地 /緑地面積（1,000m2） 215/25 195/124 433/100
従業員数（人） 650 317 864

ISO14001認証取得時期 1998年2月 2008年5月 2000年1月
＊ 従業員には、同敷地内の関連会社人数を含みます
＊従業員数は2017年3月末現在

主
な
事
業
所
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

環境負荷
＊ 項目の算出定義は「生産における環境保全 
活動」を参照して下さい

＊ 廃棄物発生量は、リサイクル量（有価物を 
除く）＋処分量です

＊ リサイクル率は、リサイクル量（有価物を 
含む）を不要物発生量（有価物を含む）で除した
値です

＊  BOD、CODの各排出量は平均濃度に排水
量を乗じた値です

項目 実績 項目 実績 項目 実績
CO2総発生量 3,151 t-CO2 CO2総発生量 1,538 t-CO2 CO2総発生量 52,351 t-CO2

NOX総量 1,459 kg NOX総量 260 kg NOX総量 11,197 kg

SOX総量 1,115 kg SOX総量 1 kg SOX総量 2,154 kg
廃棄物発生量 416 t 廃棄物発生量 70 t 廃棄物発生量 5,750 t
リサイクル量 416 t リサイクル量 70 t リサイクル量 5,713 t
リサイクル率 100％ リサイクル率 99.8％ リサイクル率 99.8％
BOD排出量 268 kg BOD排出量 8 kg BOD排出量 1,174 kg

COD排出量 307 kg COD排出量 20 kg COD排出量 2,283 kg
排水量 53,990 m3 排水量 3,339 m3 排水量 555,327 m3

自家発電量 384 MWh 自家発電量 117 MWh 自家発電量 0 MWh

エネルギー使用量
＊ 熱量への換算係数は、地球温暖化対策推進法
に基づく環境省の温室効果ガス排出量算定・
報告マニュアルによります

項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ
電力 4,556 MWh 44,395 電力 3,012 MWh 29,113 電力 104,336 MWh 1,022,434

A重油 445 kℓ 17,399 A重油 0 kℓ 0 A重油 1,598 kℓ 62,485
灯油 0 kℓ 0 灯油 104 kℓ 3,813 灯油 689 kℓ 25,298
軽油 30 kℓ 1,138 軽油 37 kℓ 1,420 軽油 211 kℓ 8,048
都市ガス 0 Nkm3 0 都市ガス 0 Nkm3 0 都市ガス 0 Nkm3 0

LPG 38 t 1,889 LPG 8 t 416 LPG 1,896 t 95,178
その他 63 その他 14 その他 0
合計 64,885 合計 34,776 合計 1,213,443

水使用量

項目 実績 項目 実績 項目 実績
地下水 65,458 m3 地下水 0 m3 地下水 555,327 m3

工業用水 0 m3 工業用水 0 m3 工業用水 0 m3

上水 0 m3 上水 7,290 m3 上水 20,938 m3

合計 65,458 m3 合計 7,290 m3 合計 576,265 m3

主
な
法
規
制
対
応

大
気

項目 単位 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績
窒素酸化物（NOX） ppm 小型ボイラー （260） 74 常用発電機 190 130 焼鈍炉 200 170

ppm 冷温水発生機 390 47 カルサイナー 220 21

ppm

ppm

硫黄酸化物（SOX） ― K値規制 7.0 0.51 K値規制 11.5 0.05 K値規制 17.5 2
ばいじん g/m3N 小型ボイラー （0.5） 0.002 常用発電機 0.1 0.038 焼鈍炉 0.25 0.01以下

g/m3N 冷温水発生機 0.2 0.004 カルサイナー 0.15 0.01以下
g/m3N アーク炉 0.1 0.01以下
g/m3N

＊ 規制値は、大気汚濁防止法、地方自治体条例に
よります

注） 小型ボイラーのためのNOx、ばいじんの規制値は、自
主規制値です 

工
場
排
水

項目 水質汚濁防止
法規制値 規制値

実績
規制値

実績
規制値

実績
最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均

pH 5.8～8.6 5.8～8.6 7.6 7.0 7.2 5.8～8.6 7.6 6.9 7.3 5.8～8.6 8.3 7.2 7.6

BOD（生物化学的酸素要求量） 160mg/ℓ 25 14.1 1 5.0 10 5 1 2.5 25 4 ND 1.7

COD（化学的酸素要求量） 160mg/ℓ 25 9.5 2.3 5.7 25 8 4 6.2 160 5.5 1 3.2
浮遊物質（SS） 200mg/ℓ 50 18.8 ND 6.4 65 14 ND 6.3 90 15 ND 5.1
鉱油類 5mg/ℓ 5 1.9 ND 0.8 5 ND ND ND 5 ND ND ND
銅 3mg/ℓ 3 ND ND ND 1 ND ND ND 1 ND ND ND
亜鉛 2mg/ℓ 2 0.3 ND 0.2 1 0.2 ND 0.05 2 0.06 0.02 0.04
窒素 120mg/ℓ 20 9.5 1.1 4.8 ― ― ― ― 120 7 1.7 4.9
燐 16mg/ℓ 2 1.0 ND 0.4 ― ― ― ― 16 1.5 0.1 0.8
カドミウム 0.03mg/ℓ 0.03 ND ND ND 0.03 ND ND ND 0.03 ND ND ND
鉛 0.1mg/ℓ 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND

6価クロム 0.5mg/ℓ 0.1 ND ND ND 0.5 ND ND ND 0.5 ND ND ND
トリクロロエチレン 0.1mg/ℓ 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND
テトラクロロエチレン 0.1mg/ℓ 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND 0.1 ND ND ND
ジクロロメタン 0.2mg/ℓ ― ― ― ― 0.2 ND ND ND 0.2 ND ND ND

1,1,1-トリクロロエタン 3mg/ℓ 3 ND ND ND 3 ND ND ND 3 ND ND ND
＊ 規制値は、水質汚濁防止法、下水道法、地方 
自治体条例によります

＊NDは、定量下限値未満を表します
＊  NDを含む平均値は、NDを定量下限値として
算出しています

＊ その他の項目も、規制値未満を確認しています
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主
な
事
業
所
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

環境負荷
＊ 廃棄物発生量は、処分量＋リサイクル量（有価
物を含む）です

＊ リサイクル率は、有価物を含むリサイクル量を、
有価物を含む廃棄物発生量で除した値です

項目 実績 項目 実績 項目 実績
CO2総発生量 4,352 t-CO2 CO2総発生量 1,910 t-CO2 CO2総発生量 2,246 t-CO2

廃棄物発生量 5,339 t 廃棄物発生量 2,289 t 廃棄物発生量 5,123 t
リサイクル量 4,492 t リサイクル量 1,347 t リサイクル量 4,662 t
リサイクル率 84.1％ リサイクル率 58.8％ リサイクル率 91.0 %

エネルギー使用量
＊ 熱量への換算係数は、地球温暖化対策推進法
に基づく環境省の温室効果ガス排出量算定・
報告マニュアルによります

項目 使用実績 熱量換算GJ 項目 使用実績 熱量換算GJ 項目 使用実績 熱量換算GJ
電力 7,820 MWh 77,964 電力 3,949 MWh 39,370 電力 4,667 MWh 46,526
A重油 39 kℓ 1,529 A重油 0 kℓ 0 A重油 0 kℓ 0
灯油 386 kℓ 14,181 灯油 59 kℓ 2,176 灯油 122 kℓ 4,466
軽油 51 kℓ 1,934 軽油 88 kℓ 3,310 軽油 6 kℓ 238
LPG 15 t 772 LPG 3 t 137 LPG 41 t 2,093
都市ガス他 41 1,823 都市ガス他 0 0 都市ガス他 2 90
合計 98,203 合計 44,993 合計 53,412

事
業
所
概
要

事業所名 コマツNTC（株）（設立年：1945年） コマツキャブテック（株）（設立年：1918年）
所在地 富山県南砺市 滋賀県蒲生郡竜王町
主要製品 工作機械、ワイヤーソー 建設機械用キャブ、排ガス後処理装置
土地 /緑地面積（1,000m2） 216/22 42/10
従業員数（人） 1,499 348

ISO14001認証取得時期 1999年6月 2007年12月
＊ 従業員には、同敷地内の関連会社人数を含みます
＊従業員数は2017年3月末現在

主
な
事
業
所
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

環境負荷
＊ 項目の算出定義は「生産における環境保全 
活動」を参照して下さい

＊ 廃棄物発生量は、リサイクル量（有価物を 
除く）＋処分量です

＊ リサイクル率は、リサイクル量（有価物を 
含む）を不要物発生量（有価物を含む）で除した
値です

＊  BOD、CODの各排出量は平均濃度に排水
量を乗じた値です

項目 実績 項目 実績
CO2総発生量 7,368 t-CO2 CO2総発生量 3,336 t-CO2

NOX総量 ― kg NOX総量 ― kg

SOX総量 1 kg SOX総量 0 kg
廃棄物発生量 1,266 t 廃棄物発生量 955 t
リサイクル量 1,266 t リサイクル量 871 t
リサイクル率 100％ リサイクル率 98.1％
BOD排出量 825 kg BOD排出量 0 kg

COD排出量 ― kg COD排出量 1 kg
排水量 706,369 m3 排水量 22,716 m3

自家発電量 65 MWh 自家発電量 0 MWh

エネルギー使用量
＊ 熱量への換算係数は、地球温暖化対策推進法
に基づく環境省の温室効果ガス排出量算定・
報告マニュアルによります

項目 使用量実績 熱量換算GJ 項目 使用量実績 熱量換算GJ
電力 18,387 MWh 180,050 電力 6,759 MWh 65,969

A重油 0 kℓ 0 A重油 0 kℓ 0
灯油 0 kℓ 0 灯油 4 kℓ 159
軽油 49 kℓ 1,860 軽油 32 kℓ 1,215
都市ガス 0 Nkm3 0 都市ガス 0 Nkm3 0

LPG 60 t 3,006 LPG 211 t 10,601
その他 11 その他 188
合計 184,928 合計 78,131

水使用量

項目 実績 項目 実績
地下水 714,369 m3 地下水 0 m3

工業用水 0 m3 工業用水 0 m3

上水 11,020 m3 上水 22,716 m3

合計 725,389 m3 合計 22,716 m3

主
な
法
規
制
対
応

大
気

項目 単位 設備 規制値 実績 設備 規制値 実績
窒素酸化物（NOX） ppm （対象設備なし） ― ― （対象設備なし） ― ―
硫黄酸化物（SOX） ―
ばいじん g/m3N （対象設備なし） ― ― （対象設備なし） ― ―

＊規制値は、大気汚濁防止法、地方自治体条例によります

工
場
排
水

項目 水質汚濁防止
法規制値 規制値

実績
規制値

実績
最大 最小 平均 最大 最小 平均

pH 5.8～8.6 5.8～8.6 7.6 6.3 7.0 5.8～8.6 7.6 6.7 7.1

BOD（生物化学的酸素要求量） 160mg/ℓ 160 4.9 ND 1.6 20 3.0 1.0 1.8

COD（化学的酸素要求量） 160mg/ℓ ― ― ― ― 20 5.8 1.5 2.5
浮遊物質（SS） 200mg/ℓ 200 15 ND 2.5 20 3.2 ND 1.3
鉱油類 5mg/ℓ 5 0.5 ND 0.5 ― ― ― ―
銅 3mg/ℓ ― ― ― ― 0.1 ND ND ND
亜鉛 2mg/ℓ ― ― ― ― 0.5 0.04 ND 0.02
窒素 120mg/ℓ ― ― ― ― 8 7.4 0.7 2.2
燐 16mg/ℓ ― ― ― ― 0.6 ND ND ND
鉛 0.1mg/ℓ ― ― ― ― 0.1 ND ND ND

＊ 規制値は、水質汚濁防止法、下水道法、地方 
自治体条例によります
＊NDは、定量下限値未満を表します
＊  NDを含む平均値は、NDを定量下限値として
算出しています

＊ その他の項目も、規制値未満を確認しています

注） コマツNTC（株）には、富山工場・福野工場のデータ
が含まれます

事
業
所
概
要

事業所名 コマツ建機販売（株）（設立年：1967年3月） コマツレンタル（株）（設立年：2006年10月） コマツリフト（株）（設立年：1973年1月）
所在地 神奈川県川崎市（本社） 神奈川県横浜市（本社） 東京都品川区（本社）
事業内容 建設機械の販売・サービス 建設機械・土木建築機械器具・車両等のレンタル フォークリフトの販売・サービス
拠点数 102 131 125
従業員数（人） 1,895 891 1,569
ISO14001認証取得時期 ― ― ―

＊拠点数、従業員数は2017年3月末現在
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サイトデータ（海外）

アジア
工
場
概
要

社名
KCCM KCF KSD

小松（常州）建機 
公司

小松（常州）鋳造 
公司

小松（山東）工程機械 
有限公司

所在地 中国 
江蘇省

中国 
江蘇省

中国 
山東省

主要生産・
販売品目

ホイールローダー 
油圧ショベル

建設・鉱山機械用 
鋳鉄品

ミニ建機
油圧機器
鋳造品・履帯

人員 （人） 471 241 1,119

エ
ネ
ル
ギ
ー

電気 （MWh） 5,747 19,734 50,140

重油・軽油他 （kℓ） 150 47 274

ガス （千m3） ― ― ―

LPG他 （t） 101
（LNG）

1,253
（LPG・LNG・蒸気）

5,190
（LPG・LNG・蒸気）

合計熱量 （GJ） 68,474 207,628 616,774

CO2 （t-CO2） 5,119 15,934 44,065

水消費量 （t） 49,630 40,163 175,038

廃棄物発生量 （t） 920 5,967 6,553

ISO14001認証取得時期 2000年9月 1999年12月 2013年9月

米州 欧州
工
場
概
要

社名

CMO PMO NMO KDB Hensley KUK KGC KGM

コマツアメリカ㈱
コマツブラジル（有） ヘンズレー・ 

インダストリーズ（株） 英国コマツ（株）
コマツドイツ（有）

チャタヌガ工場 ピオリア工場 ニューベリー工場 ハノーバー工場 デュセルドルフ工場

所在地 アメリカ 
テネシー州

アメリカ 
イリノイ州

アメリカ 
サウスカロライナ州

ブラジル 
サンパウロ

アメリカ 
テキサス州

英国 
バートレー

ドイツ 
ハノーバー

ドイツ 
デュセルドルフ

主要生産・
販売品目

油圧ショベル 
モータグレーダー

大型ホイールローダー 
大型ダンプトラック

ユーティリティ 
（小型建設機械）

油圧ショベル 
ブルドーザー

バケット 
ツース・エッジ 油圧ショベル ホイールローダー 超大型油圧ショベル

人員 （人） 1684 859 447 311 515 617

エ
ネ
ル
ギ
ー

電気 （MWh） 7,491 12,164＊ 2,502 21,847 28,859 4,933 4,787 6,224

重油・軽油他 （kℓ） ― 67 ― 98 82 9 5 45

ガス （千m3） 116 1,497 158 ― 2,501 793 928 1,100

LPG他 （t） ― 16
（LPG） ― 430

（LPG・LNG）
84

（LPG） ― 2,187＊

（地域暖房）
15

（LPG）

合計熱量 （GJ） 79,070 181,592 30,945 244,888 389,889 92,596 84,342 103,897

CO2 （t-CO2） 4,500 3,216 1,741 3,011 21,896 4,065 4,033 4,873

水消費量 （t） 12,847 14,061 4,075 14,499 27,181 12,784 10,537 7,305

廃棄物発生量 （t） 1,000 1,519 24 6,294 27,217 1,279 1,284 2,292

ISO14001認証取得時期 1998年4月 2002年3月 2004年3月 2002年1月 2009年11月 1998年12月 2000年9月 2002年7月

＊ 電力は再生可能エネ
ルギーを使用

＊単位：MWh

欧州 アジア
工
場
概
要

社名
KIM KFAB KMR KI KUI BKC KIPL KSC

コマツ
イタリア製造（株）

コマツフォレスト
AB

コマツ 
ロシア製造（有）

コマツ 
インドネシア（株）

コマツアンダーキャリッジ 
インドネシア（株）

バンコック 
コマツ（株）

コマツ 
インディア（有） 小松山推建機公司

所在地 イタリア 
エステ

スウェーデン 
ウメオ

ロシア 
ヤロスラブリ

インドネシア 
ジャカルタ

インドネシア 
ウエストジャワ

タイ 
チョンブリ

インド 
チェンナイ

中国 
山東省

主要生産・
販売品目

ユーティリティー 
（小型建設機械） 林業機械 油圧ショベル

油圧ショベル 
ブルドーザー 
ホイールローダー

建設用部品 
建設用履帯・ピン

油圧ショベル 
鋳鉄部品 ダンプトラック 油圧ショベル

人員 （人） 317 596 226 1,010 749 722 377 659

エ
ネ
ル
ギ
ー

電気 （MWh） 3,760 2,650 2,920 19,625 39,753 20,325 5,262 6,031

重油・軽油他 （kℓ） ― 31 32 226 369 143 119 34

ガス （千m3） 483 ― 964 1,293 869 ― ― ―

LPG他 （t） ― 2,100＊

（地域暖房） ― 205
（LPG）

280
（LPG）

180
（LPG）

100
（LPG）

9,479
（LNG・蒸気）

合計熱量 （GJ） 56,053 30,862 69,749 267,192 460,212 217,189 62,090 108,278

CO2 （t-CO2） 2,515 307 2,949 17,367 31,126 11,787 5,542 6,068

水消費量 （t） 12,081 4,389 11,255 44,200 67,393 63,919 33,477 65,157

廃棄物発生量 （t） 1,466 369 1,197 2,779 4,072 4,140 336 464

ISO14001認証取得時期 2001年11月 2003年10月 2014年1月 2000年6月 2008年10月 2001年9月 2010年1月 2000年12月

＊単位：MWh

注1：各数値の対象期間は各事業所の2016年度、ただし従業員数は、2017年3月末日付データ
注2：CO2および熱量への換算は、各国・地域および IEA統計（2005版）によります
注3：廃棄物は、リサイクル量＋処分量です
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環境教育、環境会計

環境教育コ－ス（一般環境教育を除く） 対象：コマツ国内グループ生産事業所（含む：技術イノベーションセンタ、実用試験部）

主催 No. コース名 対象者 受講者数（名）
2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

本社

1 環境専門教育（2年に1回開講） 環境専門員（コマツおよび関係会社） 19 ― 21 ―
2 環境 ISOの概要 管理者（コマツ、関係会社および協力企業） 80 53 ― 80
3 環境 ISO14001規格改正（2015年版） ISO14001改正関係者 ― ― 281 79
4 内部監査員の訓練 /ブラッシュアップ教育 環境監査員（コマツ、関係会社および協力企業） 177 35 ― 61
5 開発・製造（初級） 開発・生産担当者（入社2年目） 300 341 334 287
6 技能者向け環境教育 班長 /センタ長 /生産技術者 /工専学生 152 242 252 230
7 新入社員教育 新入社員（コマツおよび関係会社） 391 261 333 322
8 環境講演、体験型教育 コマツグループ従業員 1,408 1,527 2,729 1,662
9 環境リフレッシュ教育（e-ラーニング） コマツグループ一般従業員 193 154 181 229

10 新任管理職研修 コマツグループ新任管理職 ― 155 168 193

工場環境
管理部門

1 監査基礎教育 管理者・一般 257 100 185 120
2 環境 ISO概要解説 管理者・一般 645 1,464 996 1,093
3 内部監査員育成 環境監査員 16 38 28 13
4 新入社員教育 新入社員 1,107 700 1,618 1,270
5 法規制教育・社外交流会 一般 3,274 1,245 467 217
6 専門教育 環境保全実務者（法規制設備従事者等） 616 355 428 435

表に記載した教育コース以外にも、代理店向けの各コースにも環境に関する講座を設けています

環境保全コスト（投資及び費用） 対象：コマツ国内グループ生産事業所（技術イノベーションセンタ含む）

環境保全コストの分類

投資 費用
2015年度 2016年度 2015年度 2016年度
投資額＊1

（百万円）
投資額＊1

（百万円） 主な内容 費用＊1

（百万円）
費用＊1

（百万円） 主な内容

1.事業エリア内の環境負荷抑制コスト 1,586 1,281 2,603 2,344
①公害防止コスト

235 93
●  公害防止設備設置・改造のための投資
（大気汚染防止設備など） 673 447

●  大気・水質汚染、騒音・振動防止設備等の維持管理費
　（人件費、償却費など）

②地球環境保全コスト
1,164 1,167

●  省エネルギー対策投資
　（省エネ空調、省エネ設備など） 1,106 1,116

●  コジェネレーションシステム等の省エネルギー設備の
維持管理費（人件費、償却費など）

③資源循環コスト
187 21

●  廃棄物減量化のための投資
　（リサイクル設備など） 825 781 ●  廃棄物処理費用

2.上・下流の環境負荷抑制コスト 9 0
●  環境保全対応の製品サービスを提供 
するための追加的投資 288 295 ●  量産機種の環境負荷低減

3.管理活動における環境保全コスト 25 90 ●  工場美化のための投資等 731 787
●  環境マネジメントシステム維持費用
●  緑地推進、工場美化などのための費用

4.研究開発活動における環境保全コスト 281 204 ●  環境負荷低減のための研究施設等 21,514 16,896
●  製品の環境負荷低減のための研究・開発費
●環境を保全する建設機械の研究開発費

5.社会活動における環境保全コスト 0 0 10 11

6.環境損傷に対応するコスト 0 0 123 383
●  土壌、地下水調査及び汚染対策費
●  PCB処理費

総計 1,901 1,575 25,270 20,714
＊1：投資、費用ともに、金額は百万円未満を四捨五入して表示しています

環境関連資格者数 対象：コマツ国内グループ生産事業所（含む：技術イノベーションセンタ、実用試験部）
資格名称 資格保有者数（名）

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度
公害防止管理者 241（33） 249（33） 247（31） 223（31）
エネルギー管理者 45（10） 50（10） 41（9） 41（9）
環境マネージメントシステム審査員 5 4 4 2

（ ）内数値は必要数

コマツグループは、基本的な教育体系として、共通的な知識教育は本社統括で、各部門の独自性・特徴を含めた具体的な教育はそれ
ぞれの事業部門で、という機能分担で進めています。職能別の各種教育にも環境の講座を取り入れています。

2015年度に開講した ISO14001（2015年版）の規格改正にともなう教育は、2016年度も実施し、累計で約360名が受講しま
した。2017年度は本社部門の内部監査員増員に向け、教育を実施いたします。

2014年度から実施している新任管理職向けの環境教育はe-ラーニング講座にて実施しています。
環境関連の資格者は法規制で必要な人数を満たしていますが、計画的な取得の推進を図っています。

環境効果
環境負荷抑制効果
環境負荷項目 増減量（t/年） 対前年比増減率（％）
CO2排出量 13,289 7.9
水使用量 -312,955 -10.4
廃棄物発生量 1,249 9.8

対象：コマツ国内グループ生産事業所（技術イノベーションセンタ含む）
経済効果
実質効果 環境リスクの回避効果＊2 利益寄与効果＊2

層別 効果金額＊1（百万円） 主な内容
省エネルギー 300 ●省エネ設備導入など

●  2016年度、環境を汚染する
ような重大な事故、法令違反
はありませんでした。

●  2016年度、訴訟費用は発生
しませんでした。

●  環境保全建設機械事業収入
●  製品の環境負荷低減による付
加価値向上などの事業収入
（エンジンなど）

省資源 3
廃棄物削減 39 ●  分別の徹底によるリサイクル化推進
有価物売却 183 ●スクラップ、古紙、廃油等の売却
その他 3
総計 528

＊1：金額は、百万円未満を四捨五入して表示しています
＊2： 環境リスクの回避効果と利益寄与効果については、記述情報として記載しました。なお、利益寄与効果について記述内容に関連する事業の2016年度の売上高はそれぞれ次のとおりです

●  環境保全建設機械事業 35億円
●  エンジン事業 1,339億円（ エンジンは建設機械の動力源として、建設機械事業全体に関わりますが、上記売上高はエンジン・油機事業本部のエンジンについての社外および社内振り替えを含むコマツグループ

向け売上高の合計を記載しています）

対象：コマツ国内グループ生産事業所
（技術イノベーションセンタ含む）
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